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むつ市議会第１９５回定例会会議録 第４号

平成２０年３月１４日（金曜日）午前１０時開議議事日程 第４号

◎諸般の報告

【一般質問】

第１ 一般質問（市政一般に対する質問）
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議事日程に同じ



- 142 -

出席議員（２８人）

１番 川 下 八 十 美 ３番 新 谷 泰 造

４番 目 時 睦 男 ５番 髙 田 正 俊

６番 新 谷 功 ７番 白 井 二 郎

８番 馬 場 重 利 ９番 山 本 留 義

１０番 千 賀 武 由 １１番 菊 池 広 志

１２番 富 岡 修 １３番 佐 々 木 隆 徳

１４番 野 呂 泰 喜 １５番 岡 崎 健 吾

１６番 鎌 田 ち よ 子 １７番 工 藤 孝 夫

１８番 横 垣 成 年 １９番 冨 岡 幸 夫

２０番 斉 藤 孝 昭 ２１番 中 村 正 志

２２番 浅 利 竹 二 郎 ２３番 川 端 一 義

２４番 半 田 義 秋 ２６番 佐 々 木 肇

２７番 山 崎 隆 一 ２８番 川 端 澄 男

２９番 村 川 壽 司 ３０番 村 中 徹 也

欠席議員（１人）

２番 澤 藤 一 雄

説明のため出席した者

市 長 宮 下 順 一 郎 収 入 役 田 中 實

教 育
委 員 会 山 本 文 三 教 育 長 牧 野 正 藏
委 員 長

公 営 企 業 代 表杉 山 重 一  池 十  夫管 理 者 監 査 委 員

選 挙 管 理 農 業
委 員 会 佐 々 木 鉄 郎 委 員 会 立  順 一
委 員 長 会 長

総 務 部
総 務 部 長 齋 藤 純 理 事 西 堀 敏 夫

出 納 室 長

企 画 部企 画 部 長 阿 部 昇 近 原  栄理 事

保 健 福 祉民 生 部 長 佐 藤 吉 男 佐 藤 節 雄部 長

経 済 部 長 佐 藤 純 一 建 設 部 長 成 田 豊

建 設 部 石 田 三 男 教 育 部 長 新 谷 加 水理 事

公 営 監 査 委 員小 川 照 久 遠 藤 雪 夫企 業 局 長 事 務 局 長



- 143 -

総 務 部 企 画 部副 理 事 新 谷 正 幸 千 船 藤 四 郎次 長管 財 課 長

企 画 部 民 生 部副 理 事 鈴 木 克 郎 下 山 益 雄次 長財 政 課 長

保 健 選 挙 管 理
福 祉 部 鴨 澤 信 幸 委 員 会 大 芦 清 重
次 長 事 務 局 長

教 育
農 業 委 員 会
委 員 会 村 川 修 司 事 務 局 須 藤 徹 哉
事 務 局 長 副 理 事

学 務 課 長

教 育
委 員 会 民 生 部事 務 局 宮 木 則 男 環 境 対 策 清 藤 巡 一副 理 事 課 長学 校 教 育
課 長

保 健
福 祉 部 経 済 部澤 畑 正 敏 笠 井 哲 哉児 童 家 庭 水 産 課 長
課 長

教 育
委 員 会出 納 室 山 口 辰 美 事 務 局 杉 澤 健 一総 括 主 幹 学 務 課
総 括 主 幹

総 務 部 民 生 部
防 災 環 境工 藤 初 男 東 雄 二調 整 課 対 策 課
課 長 補 佐 課 長 補 佐

川 内 大 畑工 藤 昭 治 伴 邦 雄庁 舎 所 長 庁 舎 所 長

大 畑 庁 舎 脇 野 沢産 業 振 興 澤 谷 松 夫 舩 澤 桂 逸庁 舎 所 長課 長

脇 野 沢脇 野 沢 庁 舎庁 舎 片 山 元 教 育 山 﨑 秀 春産 業 振 興 委 員 会課 長 教 育 課 長

総 務 部総 務 部 松 尾 秀 一 総 務 課  田 真総 務 課 長 行 政 係 長

総 務 部
総 務 課 栗 橋 恒 平行 政 係
主 任



- 144 -

事務局職員出席者

事 務 局 長 小 島 昭 夫 総 括 主 幹 工 藤 昌 志

総 括 主 幹 栁 田 諭 庶 務 係 長 金 澤 寿 々 子

庶 務 係 調 査 係濱 村 勝 義 石 田 隆 司主 任 主 査 主 査

議 事 係 井 戸 向 秀 明主 事



- 145 -

◎開議の宣告

午前１０時００分 開議

〇議長（村中徹也） ただいまから本日の会議を開

きます。

ただいまの出席議員は26人で定足数に達してお

ります。

◎諸般の報告

〇議長（村中徹也） 本日諸般の報告については、

特に申し上げる事項はありません。

〇議長（村中徹也） 本日の会議は議事日程第４号

により議事を進めます。

◎日程第１ 一般質問

〇議長（村中徹也） 日程第１ 一般質問を行いま

す。

本日は、目時睦男議員、佐々木隆徳議員、横垣

成年議員、千賀武由議員の一般質問を行います。

◎目時睦男議員

〇議長（村中徹也） まず、目時睦男議員の登壇を

求めます。４番目時睦男議員。

（４番 目時睦男議員登壇）

〇４番（目時睦男） おはようございます。市民ク

ラブ会派の目時睦男であります。むつ市議会第

195回定例会に当たり、通告に従い一般質問をい

たします。市長初め理事者におかれましては、市

民本位の市政確立の観点からの質問をいたします

ので、真摯に受けとめ、誠意ある答弁をご期待申

し上げます。

ことしの冬の長期予報では、大雪が予想されて

おりましたが、降雪量が少なく、財政再建の折、

心配された除雪費の増額をすることなく春を迎え

、 、られ 胸をなでおろしておるところでありますが

気温は真冬日が続き、インフルエンザ警報が出る

など、寒さの厳しい冬でありました。一方、市民

生活はどうかといえば、自由主義経済のもと、大

企業は増収、増益で日本経済はいざなぎ景気を超

えたと言われていますが、我々地方の企業や庶民

の実態は相変わらずの長引く景気低迷が続き、減

収、減益、企業倒産、リストラ、就職難と産業格

差、地域格差が拡大し続け、加えて医療、介護、

福祉の切り捨てなど、生存権さえも奪おうとして

おり、内閣支持率の低下が示すように、政治の転

換を求める声が高まっています。

そのような市民生活の実態から、今定例会で平

成20年度予算の審査を行っているところでありま

すが、所得申告時期を迎えている今日、先ほど申

し上げました本市の産業経済状況から来年度の市

民税減額が容易に予想されるのであります。その

ような中、財政再建途上にある本市財政は、真に

市民生活に直結する事業を中心に考えるべきと思

うところであります。

いよいよ春本番を迎えるこの時期、子供たちに

とっては別れ、出会い、旅立ちの卒業、入学、就

職シーズンでもあります。しかし、将来に夢と希

望を持つ多くの若者が地元に働く場がないことか

ら、親元を離れての生活を余儀なくされ、地元は

ますます高齢化に拍車がかかり、活力が減退しつ

つあります。私は、今定例会において活力あるむ

つ市を構築するため、通告に従い、地元産業の振

興と人材育成、入札制度のあり方について質問い

たします。

質問の最初は、産業振興策について伺います。

、 、宮下市長は 昨年の市長選挙で７つの政策を掲げ

産業政策においては「むつ市のうまいは日本一」
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を目指し、農水畜産物の地域ブランド化を推進し

て販売促進を図ると約束しており、私は停滞して

いる地域経済状況を考えたとき、むつ市の産業経

済の発展に当を得た政策であると思うところであ

ります。

ご承知のとおり、イカの町大畑は、近年著しい

不漁に見舞われていることから、漁業者の間で漁

獲変動の大きいとる漁業から計画生産可能なつく

り育てる漁業への転換、実現が必要と考え、その

具現化のため収益性の高い魚類養殖の企業化を実

現し、漁業経営の安定化、広くは漁業後継者の育

成を図り、地域活性化に寄与することを目指し、

つくり育てる漁業の積極的推進、安定化に努め、

養殖漁業の研究、試験、改良など、漁業技術の習

得及び生産性の向上並びに漁業経営の合理化を図

り、もって活力ある近代的漁業の振興に資するこ

とを目的に漁業者７名で平成元年に大畑さけ・ま

す養殖漁業研究会を立ち上げ、町、県の支援を受

、 。 、け 海峡サーモン養殖に取り組みました しかし

養殖技術の確立はしてきたものの、全国的に輸入

物の増加や魚価の低迷が続き、知名度も低く、フ

ィレ等が大量に余る年もあり、市場やホテルに出

荷しようとしたが、思うように売り込めなかった

ことなどから、負債を抱え、平成14年12月に解散

をしたのであります。

その後、この事業をぜひ成功させたいとの思い

から、平成15年７月に漁業者８名の出資で北彩漁

業生産組合を設立し、県下北ブランド研究開発セ

ンターを初めとした関係機関の協力を得ながら、

ブランド力アップに向けた海峡サーモンまつり、

即売会、加工品開発、高鮮度出荷、こん包箱の改

良などを行っての販売促進と直販を中心とした高

品質な加工開発やインターネットを利用した販売

方法などを行った結果、事業開始当初の生産量

14トン、売り上げ1,100万円でありましたが、平

成19年度は生産量23トン、売り上げ3,100万円と

、 、倍以上の事業実績を示し 来年度は生産量36トン

売り上げ4,500万円を目標としているとのことで

あります。

そこで、市長にお伺いいたしますが、現在大間

マグロがブランド品として全国に広まっています

が、我がむつ市のブランド品素材としては、大畑

、 、の海峡サーモン スルメイカを初め川内のホタテ

ナマコ、脇野沢の焼干などがあり、下北ブランド

開発推進協議会が農林水産物及び加工品につい

て、下北ブランド産品認証制度を発足し、そのあ

かしとしてロゴマーク表示をするなどの取り組み

をしておりますが、地域ブランド化に向けたむつ

市としての具体的施策を財政配置も含め、お示し

願います。

次に、先ほど申し上げましたように、北彩漁業

生産組合は、海峡サーモンの加工品を下北ブラン

ド産品として認証を受けるなど、生産販売に意欲

的に取り組んでいますが、平成16年12月の三陸沖

低気圧被害により２基の生けす網が破れ、１万

7,400尾、7,800キログラムすべてが逃げ出し、こ

れが次年度以降の生産量減少と販路縮小につなが

り、1,000万円以上の被害を受け、加えて売り上

げ減少が資金繰りに大きな影響を及ぼしました。

しかし、ここで海峡サーモンの養殖を終わらせて

はいけないと思い、継続して頑張っているのであ

ります。

当組合は、今後増産をし、雇用拡大につなげた

いとの思いをしておりますが、現行の漁業共済制

度では被害を受けた際の救済措置が制度上適用除

外となっていることから、漁業協同組合を通じ、

制度改正を働きかけてはおりますが、漁業の活性

化とブランド力アップに意欲を持って取り組んで

いる事業者に対し、被害を受けた際、漁業共済の

制度改正が確立される間、市として何らかの救済

措置を講ずる必要があると考えますが、いかがで

しょうか。
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次に、人材育成についてお伺いいたします。ジ

ュニア大使派遣事業は、平成２年、米国ワシント

ン州ポートエンジェルスに本拠地を持つロゴス・

ミュージカルのむつ公演を契機として交流の機運

が高まり、北のパイオニア、むつ国際交流協会が

中心となり、中学生、高校生を含む市民使節団が

民間大使の派遣、高校生の交換留学、長期留学生

の交換事業などの活動により友好と親善の輪が広

がり、結果として平成７年５月、ポートエンジェ

ルス高校と田名部高校との姉妹校の提携、ポート

エンジェルス市、半島国際交流協会とむつ国際交

流協会との姉妹団体の提携がされ、さらに市民レ

ベルでの教育、文化、スポーツ及び経済など、幅

広い分野での交流活動の永続的な展開を図るべ

く、同年８月13日にポートエンジェルス市におい

て姉妹都市の盟約を締結したのでありますが、ポ

ートエンジェルス市のジュニア大使派遣事業は、

姉妹都市の盟約締結を契機に次代を担う中学生を

学校訪問を通じて交流を深めるとともに、両市の

友好親善に努め、国際感覚を養い、国際社会に貢

献できる人材の育成を図ることを目的に平成９年

から実施され、平成13年はニューヨークテロ事件

のため中止をいたしましたが、本年まで毎年実施

しております。

国際化時代と言われる今日、次代を担う多くの

子供たちが他国の伝統、文化、歴史、教育など多

くのことを学び、体験をし、そうした中から自分

の国や自分の地域を見詰め直し、さらにそれを周

りに伝え広めることはまさに国際感覚豊かな人材

育成につながり、今後国や地域にとっても大変意

義深いものであると考えるところであります。

このジュニア大使派遣事業がことしでちょうど

10回目の節目となったことから、私は１月に派遣

されましたジュニア大使派遣報告会に参加させて

いただいたところであります。そこで、今後この

事業の充実強化を図る観点から、幾つかの点につ

いてお伺いいたします。

第１点目は、本事業は10回を数え、考えてみま

、 、すと 平成９年にジュニア大使を経験した生徒は

現在25歳か26歳の青年に達していると思います。

、 、その子供たちがどのように育ち どのように生き

どのように社会と向き合っているのかなどを含め

、 、たこの間の当事業に対する成果 反省点を総括し

今後の派遣事業に生かすべきと考えますが、この

間の総括を行っていましたら、その内容、行って

いないとすれば、今後の計画をお示し願います。

第２点目は、派遣大使は各学校を通じ応募を受

け、学校教育課長を委員長に秘書課長、団長、中

、 、学校長で構成する選考委員会で参加申込書 作文

面接状況、個人調書の資料をもとに選考しており

ますが、選考委員は行政内部だけになっており、

目的からして民間の委嘱も考慮すべきと考えます

が、いかがでしょうか。

第３点目は、この間10回の大使は118名であり

ますが、学校別では田名部中学校33名、むつ中学

校22名、大平中学校23名、大湊中学校14名、関根

中学校８名、近川中学校５名、角違中学校１名、

旧大室平中学校１名、大畑中学校４名、川内中学

校２名、脇野沢中学校１名となっております。学

校ごとの生徒数の違い、旧町村の学校は合併後か

らの派遣という事情はありますが、体験内容を多

くの生徒に伝達報告し、学校教育に生かすことの

重要性を考えたとき、選考に当たっては学校ごと

のバランスを考慮すべきと考えますが、所見をお

伺いいたします。

第４点目は、帰国後各学校において報告会など

創意工夫した取り組みを行っているのかどうか。

実施しておりましたら、その内容をご紹介願いま

す。

第５点目は、過去10回の派遣に当たり、具体的

行程を旅行会社に委託実施しておりますが、委託

先を見ますと、同じ旅行会社に８回委託されてお
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。 。ります 委託先決定に至る経過をご説明願います

最後に、入札制度についてお伺いいたします。

難産の末、新むつ市が誕生し、ちょうど満３年と

なりましたが、市民の皆さんが安全で安心して生

活できる道路、港湾、上下水道など、ライフライ

ンとしての社会資本整備を初め、公共施設などの

環境整備に努力をしているのでありますが、国・

県の公共事業費の落ち込みに加え、本市も財政事

情から発注工事が年々減少傾向にあり、建設、建

築業界は厳しい経営環境にあることはご承知のと

おりであります。本市は、従来から、各種工事や

物品購入などの発注は指名競争入札制度を導入し

ておりますが、その執行に当たって、公正公平で

透明性のあるものでなければなりません。そのよ

うな観点から、幾つかの点についてお伺いいたし

ます。

その１つは、指名競争入札参加資格者の工種ご

との等級を国・県は公表しておりますが、本市は

公表しているのでしょうか。

２つ目は、請負工事など業者指名基準要綱にあ

るように、等級によるだけでなく、特殊性のある

工事については技術や施工管理能力を考慮した選

考をしているのかどうか。

３つ目は、工事完成品が十分な品質を確保して

いるのかが問われている昨今、技術面、施工管理

面はもちろん、品質管理面に努力している資格者

を指名選考するシステムが必要と考えますが、い

かがでしょうか。

最後に、４点目でありますが、合併協議での議

論経過や合併後同僚議員も発言しておりますが、

画一的ではなく、地元業者優先を考慮した指名を

すべきと考えますが、いかがでしょうか。

以上について申し上げ、壇上からの質問といた

します。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 目時睦男議員のご質問にお

答えいたします。

まず、漁業振興策についての第１点目、地域ブ

ランド化に向けた具体的施策はについてでありま

す。本市の農林水産業は、多様で豊富な農林水産

物を生産し、市経済や地域社会を支える基幹産業

であり、蓄積されたすぐれた技術力、広大な農地

、 。や山林 豊かな漁場などを有する産業であります

これら農林水産物の地域ブランド化を進めるため

には、消費者にすぐれた商品として認識、評価さ

、 、れ 売れる商品となることが重要であることから

生産地では消費者ニーズをとらえ、他産地と差別

化でき、生産者がこだわりを持って農林水産物を

安定的に供給できる取り組みが求められていると

。 、 、 、ころであります 既に本市では ヒラメ ナマコ

マダラ、一球入魂かぼちゃ、四季成りいちごなど

農林水産物の地域ブランドづくりに向けた取り組

みが始まるなど、特に海峡サーモンにつきまして

は、こだわり特産品のブランド化を目指す機運が

高まっていると伺っております。

本市のすぐれた産品をすぐれた商品として売り

込んでいくためには、むつ市産品を多くのお客様

に印象づけ、認知度の向上と総合イメージづくり

を攻めの姿勢を持って進める考えから、経済部内

に「むつ市のうまいは日本一」啓蒙拡大推進会議

を立ち上げ、鋭意その具体化、事業化に向けた検

討に取り組んでいるところであります。

先日、下北食の祭典会場においてのむつ市産品

のＰＲや地元スーパー等と連携した「むつ市のう

まいは日本一」フェアの開催、さらには今後ホー

ムページを活用した商品情報発信によるむつ市の

ファンづくり、むつ市産品を応援してくれる協力

店の拡大など、関係機関及び関係者と一体となっ

た取り組みを展開してまいりたいと考えておりま

す。

市といたしましては、引き続き国の地方再生に
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対する支援事業及び県の助成事業等を活用しなが

ら 「むつ市のうまいは日本一」のキャッチフレ、

ーズのもと、生産者が農林水産業に携わってよか

った、この仕事を続けたい、そういう思いを持っ

てもらえるよう、あらゆる機会をとらえて販路拡

大及びブランド化に努めてまいります。

次に、ご質問の第２点目、海峡サーモン養殖被

害に対し救済措置を図れについてであります。海

峡サーモンは、平成元年当時、イカ釣り漁業を主

体としたとる漁業の危機的状況を脱却し、計画生

産可能なつくり育てる漁業へ転換するため、漁業

者有志により設立された大畑さけ・ます養殖漁業

研究会が開発されたと伺っております。その間、

養殖試験等さまざまな実践をもとに養殖技術を確

立し、それらを活用した養殖事業は現在の北彩漁

業生産組合に引き継がれております。その後平成

16年の大しけにより養殖生けすが大破し、大量の

養魚が流出する被害を受けながらも、経営を立て

直し、下北ブランド研究開発センターを初め関係

団体のご支援を受けながら養殖規模を拡大し、海

峡サーモンのブランド化に取り組んでいると伺っ

ております。しかしながら、養殖規模が拡大すれ

ばするほど、災害等による被害対策が心配される

わけでありますが、現状の漁業共済制度では、議

員ご指摘のとおり、海峡サーモンの養殖事業は対

象漁業となっておりませんが、漁業共済制度の改

正が平成21年度に予定されていることから、制度

の改正に当たって対象漁業となり得るよう大畑町

漁業協同組合とも連携し、県や関係機関に要望し

ているところであります。

また、制度化される間の被災措置につきまして

は、必要とされる場面が生じた時点で検討してま

いりたいと考えておりますので、ご理解を賜りた

いと存じます。

２点目の人材育成につきましては、教育委員会

より答弁を申し上げます。

次に、入札制度の適正化についてのご質問にお

答えいたします。まず、指名競争入札参加有資格

者に係る等級の公表についてでありますが、むつ

市公共工事の入札及び契約に係る公表事項取扱要

綱に基づき、工事請負に係る指名競争入札参加有

資格者の名簿を公表しておりますが、議員ご指摘

の工種ごとの等級につきましては、談合防止の観

点から公表しないこととしております。

次に、特殊性のある工事に係る業者の選定につ

きましては、その工事の特殊性を考慮したうえで

指名業者の適格性についてむつ市請負工事等業者

指名審査会に諮っておりますが、その際には技術

面や施工管理能力、また同種工事の実績を十分に

審査し、業者を選定しております。

次に、品質管理面に努力している有資格者を指

名することの必要性でありますが、指名競争入札

参加者の資格審査に当たりましては、過去におけ

る工事実績、工事成績はもとより、主任技術者や

管理技術者の配置など、その業者の有する品質管

理能力も十分に審査しており、これらを踏まえま

して指名することとしております。

次に、地元業者優先を考慮した指名についてで

ありますが、平成17年５月の旧３町村商工会から

の要望を踏まえ、むつ市契約規則等法令に基づき

工事の種類、金額に応じて地域性を考慮した指名

を最優先に入札を執行しており、地元業者の受注

機会の確保を図ることとしております。当市にお

ける入札制度につきましては、公正性や公平性及

び透明性を図る意味から、さまざまな改善を行っ

、 、てきたところでありますが 今後におきましても

さらなる適正化に向けて取り組んでまいりますの

で、ご理解を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 教育長。

（牧野正藏教育長登壇）

〇教育長（牧野正藏） ジュニア大使派遣事業につ

いてのご質問にお答えいたします。
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目時議員におかれましては、当事業の意義やこ

れまでの経緯を深くご理解いただいておりますこ

と、また１月末に行われました今年度のジュニア

大使の報告会にご足労いただきましたことに対

、 。し 改めて御礼を申し上げるところでございます

まず、ご質問の１点目、当事業の成果及び反省

等の総括についてであります。この事業を開始い

たしました平成９年度から平成14年度までは大使

経験者の一人一人に中学校卒業後の進路を電話等

により聞き取りで調査してまいりましたが、プラ

イバシーの保護や個人情報の扱いに配慮しなけれ

ばならないことから、現在は調査を控えていると

ころであります。しかし、私どもが受けておりま

す情報では、大方９割以上の大使経験者が有名私

立大学や国立大学を初めとする難関大学への進学

を果たし、その後一流企業に就職したり、あるい

はむつ市に戻り、教員として地域の教育に貢献し

。 、ている例も出てきておるところであります また

大学進学を選択しなかった場合におきましても、

自衛官や地元企業で活躍している姿が見られ、こ

のことからもこの事業の成果が確実にあらわれて

いるものと認識しているところでございます。

次に、この事業の改善点であります。平成11年

度の第３回派遣までは、できるだけ多くの国を体

験させるということで、アメリカ合衆国の隣国で

あるカナダのビクトリアへも訪問いたしました

が、現在はポートエンジェルス市民との触れ合い

を大切にするため、養護施設や老人ホーム等でボ

ランティア活動をしたり、さらには小中一貫教育

を今後推進することを見据えながら、今年度は現

地のルーズベルト小学校、ドライクリーク小学校

を訪問するなど、内容の見直しに努めているとこ

ろでございます。今後ともポートエンジェルス市

からの要望等も勘案しながら、当事業の評価、改

善を進めてまいりたいと考えております。

次に、２点目の選考委員の人選についてであり

ます。教育委員会といたしましては、民間人に選

考委員を委嘱した場合、その方の友人や親戚等の

関係において、選考で苦しんだり公平性が保てな

いことがあるのではないかと懸念し、これまでは

行政と学校関係に選考委員をお願いしてきたとこ

ろでございます。しかしながら、今後の選考委員

の委嘱に当たりましては、議員のご提言を踏まえ

ながら慎重に検討してまいりたいと考えておりま

す。

次に、３点目の選考における学校ごとのバラン

スについてであります。今年度は、13名に対し、

36名の希望者があったように、例年派遣人数に対

して３倍から５倍の応募者があります。また、ど

の生徒も甲乙つけがたいため、大変苦労して選考

を行っているのが実情であります。

選考に当たりましては、意欲があるか、大使と

してふさわしい資質があるかなど、基準に従って

行っているところであります。しかしながら、そ

れぞれの学校におきまして、事業の成果を学校教

育活動に生かすことは、議員ご指摘のとおり大変

重要でありますので、可能な限りこれまでと同様

に学校ごとのバランスを考慮してまいりたいと考

えております。

４点目の報告会の実施についてでありますが、

各中学校はビデオや報告書を活用しながら、その

成果を発表する機会を設けております。また、大

使たちが制作しました壁新聞を校内に掲示し、当

事業に対する興味、関心を高めるよう工夫がなさ

れ、結果として応募への動機づけにつながってい

るところであります。

最後に、５点目の旅行業者の選定についてであ

ります。新聞や雑誌などの広告で格安チケットと

いううたい文句をよく耳にいたしますが、教育委

員会といたしましては、海外旅行が初めての子供

やご家庭が多いことから、パスポートの申請の仕

方、旅行申し込みへの記入の仕方、円からドルへ
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の換金、あるいは何を持参したらよいか、何を着

ていったらよいか、荷物をどのように詰めたらよ

いのか、出入国審査のポイントは何かなど、細か

い問い合わせに対しましても、即時に対応できる

よう地元に所員が常駐しております複数の事業所

に見積もりを提出いただいているところでありま

す。同時に、説明会を開催し、添乗員同行の有無

や海外での緊急対応能力を見きわめたうえで、最

終的に費用総額によって決定しているところであ

ります。

以上、ご質問にお答えしてまいりましたが、議

員ご指摘のとおり、人材の育成は教育の最重要課

題としてとらえているところでありまして、教育

委員会といたしましては、今後とも鋭意努力して

まいりますので、一層のご理解とご協力を賜りた

くお願い申し上げるところでございます。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（目時睦男） ご答弁ありがとうございまし

た。

それでは、再質問でありますが、先ほどの答弁

の中でブランド化に向けて具体的に検討を図って

いくと、いろんな施策を検討していくというふう

なことでありますが、若干内容について再度お聞

きをしたいわけであります。

過半の平成20年度の予算審査特別委員会での議

論内容も含めて、予算に「むつ市のうまいは日本

一」というようなことで、先ほど市長答弁の中に

もありましたように、プロジェクトを立ち上げま

して、86万5,000円の予算を計上しているわけで

ありますが、このプロジェクトの構成なり具体的

にどのような検討課題を考えているのかお聞きを

したいと思います。

それと、もう一つは、県の機関であります下北

ブランド研究開発センターを中心として、本市も

入っているわけでありますが、官民含めた下北ブ

ランド開発推進協議会が設置をされ、努力をいた

だいているわけであります。このブランド化に向

けて、今後この協議会との連携をどのように図っ

ていく考えなのか、お知らせを願いたいと思いま

す。

それと、救済措置の関係であります。先ほどの

市長答弁の中で具体的に漁業共済の改正が平成

21年度に向けて国も鋭意検討しているというふう

なことで答弁いただきました。私も大いにそのこ

とについては期待をしているわけでありますが、

先ほども壇上で言いましたように、この北彩漁業

生産組合、30代、40代のこれからの漁業者の方々

が中心であります。こういう第１次産業の次の後

継者として頑張っている中で、とりわけあの生け

すは津軽海峡の荒海の中にあるという状況から

も、高波とか津波等があった場合には被害をもろ

に受ける条件にあるわけであります。この漁業共

済の改正がされるまでの間、これは事業としてや

っていくわけでありますから、そういう中で今事

業者のほうは、また生けすが被害を受けたという

ことになると、被害の状況からもう再起はできな

いというふうな状況が想定されると。こういうよ

うなことで、生産量の増殖をしていきたいという

ことも考える中で、被害に遭った場合の資金繰り

というか、そういう再生できる手だてが一番心配

だということがあるので、現在のところ増殖とい

うようなことについて踏み切れないでいる実情に

もあることを聞き及んでおります。先ほど市長答

弁の中で、その際には漁業共済の改正がされるま

での間、被害に遭ったときには、市としても検討

をすると、こういう答弁でありますが、その辺の

事業者の心意気も含めて心配な点の払拭に向けて

再度市長の決意をお聞きをしたいと思います。ま

ず、その点についてお願いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） まず１点目のこのプロジェ

クトの内容というふうなことでございますけれど
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も、詳細につきましては担当部長よりご説明を申

し上げます。私は政策の柱として壇上でもお話を

、「 」いたしましたように むつ市のうまいは日本一

ということで、非常に景色だとか人柄だとか、歴

史、文化、そういうふうなものは大体自ら政治の

道に入りましてからも理解をしていたつもりでご

ざいました。しかしながら、この合併をした後に

さまざまな地区を訪問させていただいた中で、非

常に食の部分、こういう部分がまず何か地元でも

非常にまだ理解が、認識が不足しているところが

あるのではないかなと、こういうふうな思いで政

策の大きな柱として「むつ市のうまいは日本一」

ということで、まずこの地域の食のいいものを地

元で認識しようと、むつ市全体で認識しようと。

そして、認識をすることによって、その食が評価

され、そしてそれが商品として売れていくだろう

。 「 」と そういう発想から むつ市のうまいは日本一

という、地元で自信と誇りを持って食べ、そして

それをＰＲしていこうというふうな、これが発想

のきっかけでございました。

そういう意味で、今後この海峡サーモン、一昨

年だったでしょうか、農林水産大臣賞か何か、そ

ういうプレゼンをするということで、そのお話も

伺い、また議員お話しのとおり、インターネット

販売をするとか、そしてまたゆうパックだとか、

そういう部分、さらに冷凍の海峡サーモン、そし

て今では西京漬けだったでしょうか、そういう形

で、非常にこの下北ブランド研究開発センターと

力を合わせてさまざまな商品を開発し、今店頭に

並んでいるということで非常に心強く思っており

ます。また、後継者30代、40代の方々が非常にそ

の部分で意欲を持って、この育てる漁業に邁進し

ているということには敬意を払っておりますし、

また行政としてできるものをしっかりとサポート

していかなければいけないと、こんな決意でこの

政策の一環として地域ブランドこれを育てていき

たいという決意を持っているところであります。

それから、下北ブランド開発推進協議会との連

携の方向性ということにつきましては、担当のほ

うから答弁をさせていただきます。

さらに、３点目のその被害につきまして、この

部分につきましては、壇上でもお答えいたしまし

たように、またご理解もいただいたと思いますけ

れども、平成21年度の制度改正というふうなこと

で、私どもとして県、関係機関に強く要望してお

りますし、またこの部分で、大畑町漁業協同組合

としっかりと連携をとりながら、その対象漁業と

なるべく今努力をしているところであります。

さらに、被害が起きたらというふうなことです

けれども、その部分につきましては、そういうこ

とは決して起きてほしくないわけでございますけ

れども、必要とされる場面が生じた場合には、市

としてもそれなりに検討をしっかりとしていかな

ければいけないし、さらにその養殖事業に携わる

北彩漁業生産組合の方々にも、その生けすの維持

管理、それから特に暴風雨、そういう場合につき

ましての監視体制も十分とっていただき、また行

政と連絡をとり合いながら、その維持管理をしっ

かりしていただきたいし、またその部分で担当の

ほうとの連携も深めていただきたいと、こういう

ふうに思いますので、ご理解をいただきたいと思

います。

その余につきましては、担当よりご説明申し上

げます。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（佐藤純一） 水産振興にかかわるハー

ドな面について、今予算のご審議いただいている

わけですけれども、ハードな面については、今ま

で産業廃棄物ではないのかというふうないろいろ

ご議論いただいたホタテの貝殻を再利用、活用し

たナマコの増殖を脇野沢、川内、むつ市漁協で、

平成20年度の予算で新たに取り組もうとしており
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、 、 、ますし 大畑地域については サケの海中飼育や

ヤリイカの栽培所というふうなつくり育てる漁業

について、いろんな意味で要望を受けている事業

を今予算に盛り込んだところでございます。

ご質問の「むつ市のうまいは日本一」プロジェ

、 、 、クト事業は そういうハードな面と別に 消費者

市民の方々にこれだけむつ市ではうまいものが生

産されているよと、どうぞ地元のものを食べてく

ださい、買ってくださいという意味のプロジェク

ト事業でございまして、むつ小川原地域の助成金

を利用いたしまして、この「むつ市のうまいは日

本一」のロゴマークの制作費、あるいは小さなの

ぼり、それから旗とか、そういうふうなものを制

作していただいて、それを「むつ市のうまいは日

本一」のフェアなり、あるいは市内の各商店にそ

れを置いていただいて、ぜひむつ市の産品を何と

かたくさん取り扱っていただきたいという思いを

込めて、今むつ小川原地域・産業振興財団にお願

、 。いして 何とか採択になったところでございます

それから、下北ブランド開発推進協議会との連

携でございますが、ご存じのとおりこの協議会の

事務局は、県の機関でもあります下北ブランド研

究開発センターとなってございます。さきの下北

食の祭典の際も、この下北ブランド研究開発セン

ターと私どもむつ市経済部と連携いたしまして、

その下北食の祭典に参加させていただいたところ

でございます。

水産物に限らず農業あるいは林業、すべての面

において、ここの下北ブランド研究開発センター

はいろんな取り組みができる施設、器具がござい

ます。現在の所長さんは、ご存じのとおり、むつ

市大畑出身の方で、細かいところに私どもに気配

りしていただいて、いろんなことにチャレンジし

ていただいております。加工水産会社等から新し

いものの提携、あるいは研究など、日々、日ごろ

でございますが、ご相談があります。そういう意

味で、下北ブランド研究開発センターといろんな

ことをお話しし合いながら、その結果として、こ

の協議会をどのように発展させていくかというふ

うなものももちろん協議させていただいていま

す。市内の業者がむつ商工会議所を初めたくさん

この中に入っておりますし、青森県、むつ市とい

う行政機関もこの協議会に参加させていただいて

ございます。今後とも県の下北ブランド研究開発

センターに何とか私どもの今後のブランド化に協

力支援をいただきながら、その結果、この協議会

のステッカーなり、お客様方に対する宣伝等、県

の機関ではできないところをこの協議会にお願い

して、一緒にむつ下北の産品を宣伝してまいりた

いと考えておるところでございます。

〇議長（村中徹也） ４番。

（ ） 、〇４番 目時睦男 プロジェクトの構成等の中で

要望も含めてぜひとも検討していただきたいとい

うことであります。

というのは、経済部を中心にした所管の部です

から、当然のことであります。私は、先ほど市長

の答弁の中にもありましたが、外に売る場合に、

中でもやっぱり頑張っていくということは、地元

でも消費をしていく、こういうことにも努力をし

ていかなければならないと思うのです。そういう

意味で、行政内部の中に、今やっぱり自分たちの

地元の品物が、いや、おいしいなということを子

供たちにやっぱり、家庭も当然でありますが、学

校の中でもそのことを努力していく。

具体的には、学校給食の中に地元産品を組み入

れた献立を、このことも教育を含めた場合に私は

重要ではないかなという思いをしています。そう

いう面で、具体的には学校給食でのこの食材の部

分については、何か聞きますと、学校給食会です

か、冷凍食品等々も含めて、そのことが大きなシ

ェアを持っているようであります。また、地元か

らの購入もしているようでありますが、そういう
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中で学校給食等にどのように組み入れることがで

きるのかという面から見た場合に、教育委員会の

スタッフも入って、プロジェクトの中でいろんな

角度から議論をして、その具現化に向けてとか、

こういう点も含めた横断的なプロジェクトの中で

の検討を要望しておきたいと思います。ご期待し

ております。

時間がありませんから、ジュニア大使の派遣事

業、今後ますます人材育成の礎になっていく努力

を期待しているところでありますが、実は選考後

の、これまででありますと６回ほどですか、事前

の研修会ということで実施しているようでありま

すが、そういう中でいろいろ準備の関係等々もあ

るでしょう。私は、日本の、またむつ市のよいと

ころ、派遣先でもいいところばかりではないと思

います。伝統とか文化とか慣習とか等々含めて、

そういう中で、帰ってきたときに、ああ、この部

分ではむつ市はいいな、こういう点もやはり体で

感じてくるというか、そういうことも必要ではな

いかと思うのです。いいところだけを教えて、い

いところだけを見る、こういうことも必要であり

ますが、別な面というか、そういう点も含めた事

前研修の中身の部分についても工夫をお願いした

いと思います。要望であります。

あと、入札制度の関係であります。答弁の中で

指名選考については施工能力、技術面等々、いろ

んな角度から検討を重ねて、指名をしていると、

こういうお話であります。時間がありませんから

お聞きをします。

１つは、平成19年度の下水道の工事、それぞれ

の地域で発注をしているわけでありますが、聞く

ところによりますと、平成19年度の下水道の工事

については、全部等級Ａの業者を画一的に指名を

している、こういうふうなことで聞いているわけ

であります。これは資格者の等級格付をしている

制度の問題からした場合に、どういうことなのか

なということで感じていますが、この内容につい

てが１つであります。

もう一つは、先ほどの答弁と関連するわけであ

りますが、平成19年度の７月の入札の中で、工事

名が大畑小学校校庭フェンス改修工事、この指名

業者を見ますと、全部は把握していませんが、中

、 、には建築業者 これは建築一式工事ということで

Ｃ級の15社を指名しているわけであります。私の

知っている業者の中でも、辞退している業者もあ

、 、りますが 辞退していない業者の中でも大工さん

建築屋さんで、このフェンスの工事については施

工能力がないなと思っている人も指名されている

というようなことで私なりには見るわけです。先

ほどの答弁との整合性からしまして、こういう点

で、私は土木工事一式とか建築工事一式、種類で

は区分されています。しかし、その工事の内容に

よっては、それに施工能力のある人の中に資格信

用等々も含めて選考していくのが当然のことだと

思うのですが、この２つの部分についてお知らせ

願います。

〇議長（村中徹也） 答弁者に申し上げます。答弁

者は、申し合わせ時間を配慮のうえ答弁してくだ

さい。総務部長。

〇総務部長（齋藤 純） 下水道工事の件で申し上

げます。下水道工事につきましては、当市は下水

道事業が始まってまだ日がたっておりません。し

たがいまして、下水道工事につきましては、特殊

工ということで、なかなか業者がその下水道工事

に携わっていなかった経緯がございます。そうい

うものですから、ランクにつきましては、その下

水道事業の中でもやっぱり高度の特殊性が必要だ

ということでＡランクの業者をこれまでも指名し

てございます。しかしながら、Ａランク以外の業

者につきましても、技術が向上してくれば、でき

るだけＡランクという形ではなく、工事金額に合

わせたランク業者を指名する形になりますけれど
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も、現在はあくまでも技術者、特殊性を考慮した

指名をしてございます。

フェンスの工事につきましては、建築一式工事

で出しておりまして、さまざまな業者があります

けれども、建築の資格がある方を指名しておりま

すので、その中でフェンスだけ建設工事でやると

いうわけではありません。あくまでランク、工種

に従っての指名ですので、そこがフェンスをやっ

ている経験のある業者であるか、ないかというこ

とでございません。あくまでも建設工事一式とい

うことで発注してございますので、その辺でご理

解をいただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） ４番。

〇４番（目時睦男） 済みません、予定の時間を若

干経過していますが、簡単に要望も含めていたし

ます。

今の入札制度の関係について、総務部長から答

。 、 、弁ありました 具体的にいきますと 画一的です

私に言わせれば。大工さんがフェンスとかそうい

う工事やったことがないのに、建築工事一式だか

らというのは画一的です。私は、その工事の内容

によって、やっぱりＣ級だったらＣ級の中の資格

者の中で施工能力があるかどうかという点も含め

て、今後指名選考委員会等で検討するべきという

ことを要望申し上げて質問を終わります。

〇議長（村中徹也） これで、目時睦男議員の質問

を終わります。

午前11時15分まで暫時休憩いたします。

午前１１時０３分 休憩

午前１１時１５分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎佐々木隆徳議員

〇議長（村中徹也） 次は、佐々木隆徳議員の登壇

を求めます。13番佐々木隆徳議員。

（13番 佐々木隆徳議員登壇）

〇13番（佐々木隆徳） 新風クラブ、脇野沢地区選

出の佐々木隆徳です。むつ市議会第195回定例会

に当たり３点について一般質問いたします。

、 、初めに サルの被害対策についてでありますが

マスコミ報道等によりますと、昨年の12月に北限

のサルの実態を把握するために行った下北半島一

斉調査では、1,600匹以上の生息は確実との中間

報告が行われ、このことは９年前に行われた前回

、 、 、調査と比べると 群の数 生息数ともに約２倍で

生息域がかなりの範囲に拡大しているとのことで

あります。このことは、とりもなおさず農作物等

への被害拡大を意味するものであり、これまでの

脇野沢地区を中心とした被害区域が旧むつ市にも

ごくごく近い将来及んでくるものと予想され、も

はや対岸の火事で済まされぬ事態と想定されます

が、幸いにも捕獲する要件がこれまでは人間に危

害を与えるサルに限られていたものが、新年度か

らの第２次特定鳥獣保護計画では大幅に緩和さ

れ、農作物被害を与えたサルにも捕獲を認める内

容であるとのことであります。この捕獲要件の緩

和は、合併前からの旧脇野沢村の時代から地元住

民の念願でもあり、農産物被害の減少を大いに期

待するところであります。

そこで、今年度、またはこれまでの被害状況に

、 。 、ついて どの程度なのかお伺いいたします また

被害の対応策とその効果についてもお伺いいたし

ます。

次に、市長は施政方針の中で年々拡大している

ニホンザルによる農作物等の被害対策強化のた

め、野生動物、鳥獣対策の専門部署を新設すると

述べておりますが、その対策課なり対策室の設置

は今まで以上に本腰を入れた対策ができるものと

私どもも、また脇野沢地区でも大変期待している
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ところであり、どのような体制となるのか、具体

的概要についてお伺いいたします。

次に、２点目の海獣トドによる漁業被害対策に

ついてでありますが、タラが不漁となってから既

に十数年経過いたしました。そのタラを初めとす

る回遊魚の減少により、水揚げ低迷の状況に拍車

をかけるように冬の底建て網漁が最盛期を迎える

時期に、この五、六年前から北海道沿岸から南下

してきて網を破り、網に入っている魚を食べるな

ど、被害を受けた底建て網は、その漁の期間に全

く水揚げができないという深刻な状況が続き、被

害を受けた漁業者の悲鳴にも似た声やあきらめの

声を聞くに当たり、何か有効な手だてはないもの

か、頭を痛めるところであります。

対応策として、威嚇発砲や強化網の導入などを

耳にいたしておりますが、この手の対策は、とか

くお金がかかる割に目に見える効果が余り期待で

きず、手をこまねいているのではないかと推察し

ているところであります。トドによる被害の状況

と、その対策と効果についてお伺いいたします。

３点目は、風間浦村との合併についてでありま

すが、本年１月11日に風間浦村長と村議会議長ら

が市役所を訪れ、合併協議の開始を市長に申し入

れたとの新聞報道がありました。市長の前向きと

もとれるコメントも載っており、合併につきまし

て、市長はどのように認識しておられるのか、ま

た今後の取り組みについても単刀直入にお伺いい

たしまして、以上壇上からの質問といたします。

よろしくお願いいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 佐々木隆徳議員のご質問に

お答えをいたします。

１点目のサルの被害対策についての中での今年

度の被害状況と対応策につきましては、教育委員

会より答弁を申し上げます。

次の（２）の野生動物対策の専門部署設置につ

きましてお答えいたします。

野生動物対策の専門部署を設置するものとして

いるが、どの部署に設置するのか、また規模及び

分庁舎との連携はどのようになるのかとのことで

ありますが、最近の鳥獣被害は、サルだけではな

くカモシカ、クマ、カラス、トドといったように

種類もふえております。それらの鳥獣の移動範囲

も広域化していることから、被害の地域や額も拡

大傾向にあることや、被害が農林水産物だけでは

なく人的な被害についても報告がされておること

は議員ご承知のものと思います。このことから、

当市は厳しい財政状況にありますが、地域の特殊

性に対応し、市民の安全安心を確保するための行

政運営の一つとして、また広域的に関係機関との

連携をとりながら対策を講じる必要性があること

から、野生動物対策の専門部署の設置を決めたも

のであります。

、 、具体的には 本庁経済部の中に対策室を設置し

当該業務の専門監を配置するとともに、鳥獣によ

る農林水産物等への被害防止対策や鳥獣の保護及

び狩猟に関することなどをとり行うこととしてお

ります。規模につきましては、現場実働、広域的

な連携業務、対外交渉や内部事務等を行う必要が

、 、 、 、あることから 効率性 専門性 経験等を考慮し

人事配置するものとしております。また、分庁舎

においては、新たに各分庁舎の産業振興課に鳥獣

対策の事務を分掌させ、経済部のラインの中に組

織を構築するものとし、他の部署と同様に、これ

までどおり支障なく業務が行われるものと考えて

おります。

さらには、各地域の現状を見きわめながらも、

本庁舎の対策室同様、効率性、専門性、経験等を

考慮した人事配置を行い、これまでの事務のレベ

ルを低下させないよう対応していくものとしてお

りますので、ご理解賜りたいと思います。
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、 、次に 海獣トドの被害対策についての第１点目

今年度の被害状況についてのご質問にお答えしま

す。県内におけるトドの漁業被害は、平成15年度

から顕著となり、毎年１月から５月にかけて発生

し、主に下北半島西海岸と津軽半島東部海域を中

心に被害が深刻化しております。その被害額は、

県全体で年間5,200万円から１億円にも上ってお

り、漁業経営に多大な損害を与えております。む

つ市管内におきましては、脇野沢村漁業協同組合

において被害が発生し、その被害額は平成16年度

以降、平成18年度を除き、年間1,000万円以上と

なっております。また、ことしの被害状況につい

てでありますが、２月21日現在の県全体の被害件

数は139件、うち脇野沢村漁業協同組合の被害件

数は28件となっています。被害額については、現

在漁協で調査中であります。

次に、第２点目のこれまでの対策とその効果に

ついてであります。トドの漁業被害防止対策とし

ては、昨年まではトド被害防止対策事業により猟

銃を使用した威嚇発砲を行ってきたところであり

ますが、これまで目立った効果がなく、津軽海峡

や平舘海峡での漁業被害は年々深刻化しているこ

とから、昨年９月に県東部、西部の両海区漁業調

整委員会が漁業法の規定に基づき年間４頭を上限

として採捕の指示を発動したところであります。

この海区の支持を受け、現在脇野沢村漁業協同組

合では全国漁業協同組合連合会の補助事業である

大型クラゲ等有害生物被害防止総合対策事業によ

り地元の猟友会に委託する形でトドの採捕作業を

行っているところであります。現在まだ採捕実績

はありませんが、トドは頭がよい動物であると言

われており、捕獲されるのがわかっている網に近

づきにくくなったものか、ことしに入ってからの

被害件数は、かなり減少していると報告を受けて

いるところであります。市としては、今後とも漁

協や県等と強力に連携し、国や全国漁業協同組合

連合会の補助事業を積極的に活用しながら、漁業

被害の減少に努めていく考えでありますので、ご

理解を賜りたいと存じます。

次に、風間浦村との合併についてのご質問にお

答えいたします。去る１月11日、合併協議の申し

入れのためにむつ市役所を訪れた風間浦村横浜力

村長と木下秀一村議会議長に対して、私は「村長

と村議会の熱い思いは重く受けとめたい、下北は

一つであるという思いは共有している」と申し述

べました。ある意味では、少子高齢化の中、行政

運営の持続が困難になりつつあると申し述べた風

間浦村長と村議会議長の心中を察したことも事実

ではありますが、あくまでも私の根底にあるもの

は、何よりも同じ下北半島に居住し、類似の文化

と伝統を共有してきた隣人であるという事実を今

こそ思い起こすべきではないかという私の強い思

いであります。

しかしながら、新合併特例法の期限である

2010年３月までに合併を実現したいという風間浦

村の意向は尊重しつつも、合併事態が苦渋の選択

として拙速に成就することだけは避けなければな

りません。ましてや我がむつ市も平成17年３月

14日に旧川内町、旧大畑町、旧脇野沢村と合併し

てから実質４年目を迎えようとしておりますが、

種々の事務事業については、その実相が見えるに

つれ、合併後の激変緩和から平準化へとまさに産

みの苦しみから抜け出しつつある転換期の真った

だ中にあります。言うまでもなく、合併を視野に

入れた場合、むつ市の赤字解消計画の進捗を見据

えることはもとより、新たな財政シミュレーショ

ンの再構築も大前提としなければなりません。ま

た、むつ市と風間浦村双方の課題、さらには合併

に伴うメリット、デメリットを的確に見きわめ、

お互いに把握することも当然必要となります。し

たがいまして、今後につきましては、まずは新年

度以降、事務方レベルでの勉強会、相互理解から
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始めたいと考えております。いずれにいたしまし

ても、慎重かつ冷静に段階を踏みながら対処した

いと考えておりますので、ご理解を賜りたいと存

じます。

〇議長（村中徹也） 教育長。

（牧野正藏教育長登壇）

〇教育長（牧野正藏） 佐々木隆徳議員のご質問、

今年度の被害状況と対応策についてお答えいたし

ます。

農作物被害状況についてでありますが、今年度

現在までのむつ市での被害農家戸数は110戸で、

対前年度比31戸 21.9％の減で 被害金額は183万、 、

5,894円で、対前年度比140万8,488円、43.4％の

。 、減でありました このうち脇野沢地区については

被害農家戸数64戸で、対前年度比36戸、36％の減

で、被害金額は97万330円で、対前年度比99万

7,494円、50.7％の減でありました。

被害が軽減したことにつきましては、野猿監視

員の的確な配置とパトロールの強化を図り、群を

早期に発見したことが被害防除につながったもの

と思っているところであります。また、川内蛎崎

地区につきましては、地域の皆様に無線放送によ

り出没状況をお知らせし、追い払いに協力をいた

だいたことが功を奏したものと思っております。

また、合併後は増減もありますけれども、問題

個体を特定し、捕獲したことによって被害の軽減

に大きく寄与しているものと考えているところで

あります。しかしながら、平成20年、ことし１月

に入り人家侵入被害が増大し、現在特定鳥獣保護

管理計画に基づき緊急捕獲等を実施しているとこ

ろであります。

３月５日現在、今年度人家侵入被害により捕獲

申請した頭数は14頭であり、うち12頭を捕獲して

いるところであります。

なお、人的被害により捕獲申請した頭数は８頭

であり、うち４頭を捕獲しているところでありま

す。

被害補償につきましては、平成18年度まで脇野

沢地区に限って被害額の一部を補償してまいった

ところでありますが、合併後脇野沢だけ対象に補

償するとすれば、地域格差、不公平感を助長する

ことになりますことから、平成19年度は被害補償

を計上していないものであります。今後とも被害

軽減のために諸被害防除対策を積極的に実施して

まいりたいと考えておりますので、ご理解いただ

きたいと思います。

次に、第２次特定鳥獣保護管理計画についてで

あります。第２次計画は、去る１月25日に開催し

ました青森県環境審議会に諮るなど、諸手続を進

めており、本年度末までに策定する予定になって

おります。本計画に基づく取り組みについては、

市町村において、より効果的なサル被害防止対策

を実施するため、農作物被害などを及ぼす群の個

体数調整や被害防除のための土地ゾーニングを設

定するとしているほか、新たな被害防止対策とし

てモンキードッグを活用した追い上げなどを実施

する予定であります。今後サル被害対策は、大間

町、風間浦村、佐井村とも連携し、これらの対策

を新年度から速やかに実施できる体制づくりを進

めてまいりたいと考えているところであります。

最後に、人材育成につきましては、平成20年２

月21日施行されました鳥獣被害防止特別措置法に

基づく被害防止計画において、下北半島のニホン

ザル被害対策市町村等連絡会議を事業主体とする

鳥獣害防止総合対策事業を実施する予定としてい

るところであります。この中で個体数管理、個体

識別、生息環境調査、生態調査など、専門的な知

識や技術を有する人材の育成に努めていくことと

、 。しておりますので ご理解を賜りたいと存じます

〇議長（村中徹也） 13番。

（ ） 。〇13番 佐々木隆徳 再質問させていただきます

新年度予算の審査は終了いたしましたけれど
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も、その中で脇野沢地区への手厚い配慮、予算措

置につきましては大変評価しているところであり

ますけれども、昨年12月の決算審査特別委員会、

同僚議員の質疑の中でも、今教育長の答弁の中に

、 、ありましたが 地域格差是正のためということで

平成19年度の被害補償は計上していないという状

況との説明でありました。その点につきまして、

市長の考え方を具体的に聞きたいと思います。

旧脇野沢村では、財政状況が厳しい中にも長年

にわたって被害補償してきた経緯もあり、昨年

12月の決算審査特別委員会で、言葉で格差是正と

の担当理事側からの答弁がありました。この格差

是正というのは、大変いい言葉ですけれども、下

に合わせるか、上に合わせるか、その内容によっ

て、要するに受ける側の気持ちが当然違ってきま

す。今脇野沢地区、これまでしてきた被害補償に

ついて、格差是正という言葉でなくすると、被害

補償しないというのであれば、上か、下に合わせ

るという形になれば、私ども地元の人間としては

下に合わせると。ある意味脇野沢の農家にとりま

しては最悪の状況という形で受けとめます。その

点につきましても、市長から基本的な考え方を伺

います。

〇議長（村中徹也） 市長。

（ ） 、〇市長 宮下順一郎 農作物被害の補償について

平成18年度までは脇野沢地区には補償していたと

いうことでございまして、平成19年度から補償を

とめたということでございますけれども、基本的

に今サルの被害が大畑地区、そしてむつ地区のも

、 、う関根 高梨地区のほうまで出没しておりまして

被害が広域化してきております。大畑二枚橋地区

等々も非常にその農作物被害等を訴える多くの声

が届いているところでありますので、被害補償に

つきましては、この形で進めさせていただきたい

と。非常に広域性の持っているサルが出没して被

害が広域化しているというふうなことで、この点

はご理解をいただきたいなと、こう思います。

しかしながら、この補償制度はなくなったもの

の、行政としてその被害を防止すると、その対策

をしっかりととるというふうな立場を今ご審議を

いただいております当初予算の中で、しっかりと

その対策はとろうと。例えば先ほど教育長のほう

からお話がありましたように、モンキードッグの

２頭の予算も当初予算で計上させていただきまし

たし、さらに経済部に鳥獣対策室ということで、

積極的にその部分で被害防止に努めていきたいと

いうこと、さらに追い上げをする部分、そういう

部分で、できるだけ農作物被害を減少させていき

たいという体制をとっていくということで何とぞ

ご理解をいただきたいと、このように思います。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） 補償額につきましては、し

つこいようですけれども、これまで脇野沢村では

先ほども申し述べましたように、厳しい財政状況

の中、私の記憶では五、六百万円にも及ぶ、また

それ以上のときもあったと記憶しております。そ

ういう中で 先ほどの説明でありますと 平成18年、 、

度196万円に対して２分の１の98万円補償してい

ると。先ほどの説明、かなりな数でパーセント等

でお伺いしましても、被害額、または被害の範囲

等が減少しているとの答弁でありました。そうい

たしますと、補償額も広域化している関係で、脇

野沢地区だけという形にはならないかもわかりま

せんけれども、例えば50万円、100万円単位での

金額であれば、この言葉が適切でないかもわかり

ませんけれども、大した金額ではないのではない

かと、対応可能ではないのかなと、そういう感じ

もいたしております。改めて市長の答弁を伺いま

す。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 被害を防ぐための手だてを

今当初予算で計上いたしまして、御議決いただき



- 160 -

ました後、新年度の中でその被害を防止するため

の今ほど申し上げましたモンキードッグだとか追

い上げ、さらに対策室等々の、そしてまたその広

域的な部分の被害がどうなっているのか、そうい

うふうなことも調査をしつつ、考えていく時点に

なりましたら対応していかなければいけないのか

なと、こういうふうに思いますけれども、基本的

にはその被害を減少させていくという政策の決意

であるということを何とぞご理解いただきたいと

思います。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） 補償、補償と申しますと、

何か口から手が出るような形になりますので、あ

る程度の分で要望して、次回また改めて時期が来

ればしたいと思いますので、その点はよろしくお

願いいたします。

続きまして、ちょっと確認したいと思いますけ

れども、モンキードッグにつきまして、その効果

等につきましてどのように考えているのか。大ま

かな形でも結構ですし、またこのモンキードッグ

２頭の予算計上をされているというのは確認しま

、 、したけれども どこでどのようなことをするのか

その内容等につきましてお伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 脇野沢庁舎教育課長。

〇脇野沢庁舎教育委員会教育課長（山﨑秀春） 今

佐々木隆徳議員からモンキードッグの導入につい

て質問ありましたので、お答えいたしたいと思い

ます。

モンキードッグの導入については、山崎議員か

らもご通告がありますので、割愛させていただき

たいと思いますけれども、今モンキードッグは全

国的に47都道府県のうち８県の16市町村が導入を

しているところであります。検討中は10県という

ふうなことであります。

導入後の効果につきましては、２カ月ぐらいす

ると、サルがほとんど出てこないというふうなこ

、 。とで 被害が軽減になっているところであります

しかし、モンキードッグを導入していない地区に

ついては、被害が集中しているという状況も事例

として発表されているところです。今回むつ市で

導入しようとしている部分については、当面脇野

沢地区に導入したいと考えております。１つは、

84群の約120頭、これに１頭導入する、それから

85群に１頭導入するというふうな状況を考えてい

ます。状況を見て、前にも澤藤議員から大畑地区

にもという状況でありますけれども、Ｉ―２群の

、 、被害状況 それから出没状況等々も考慮しながら

脇野沢地区に今導入するという２頭のうちから１

頭を我々が引き連れて、そういう被害対策も実施

してみたいなと思っているところです。

ただ、大畑地区に導入するとすれば、Ｉ―２群

という群が風間浦村の下風呂からあさひな丘球場

まで、もう既に遊動域を拡大しています。この点

が一番我々とすれば今問題視せざるを得ない状況

にあります。もし我々がむつ市からモンキードッ

グの導入をして追い上げをすると、ほとんど恐ら

く下風呂温泉に行くだろうというふうことで推測

をしています。そういうふうな部分もあって、い

ろいろ考えながら、今後大畑地区への導入につい

ては、個体数調整等も含め風間浦村とも連携をし

ながら、そういうふうな意味では早目に個体数調

整ができるのかどうかも含めて協議してまいりた

いと思っていますので、ご理解いただきたいと思

います。

以上です。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） モンキードッグにつきまし

て、もう一点、同僚議員も一般質問の通告をして

いるということでありますけれども、大変効果が

期待できると。そういう中で、単純な考え方であ

りますけれども、俗に言うそういう効果がある犬

を、モンキードッグを、例えば一般素人が、私が
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連れてきて、それらをどのようにするのか。また

単純に、それが今の教育委員会の中で、または引

き継いだ担当部署でモンキードッグの取り扱いを

簡単にできるものか。単純に考えますと、人材育

成等も、それに関する人の育成も当然必要になっ

てくるものと考えますが、その点につきましてお

伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 脇野沢庁舎教育課長。

〇脇野沢庁舎教育委員会教育課長（山﨑秀春） お

答えいたします。

訓練につきましては、今、野猿の保護管理専門

員、それから野猿監視員及び我々ですけれども、

なるべく合同訓練を、犬と監視する知識習得のた

めに研修も実施しなければならないというふうな

ことで、今詰めをしているところです。この訓練

につきましては、ある警察犬訓練所で実施して、

それをむつ市が買い上げをするという形で導入し

ていきたい、そういうふうに考えています。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） 対策室について、確認とい

うか、改めて若干伺います。

本庁の経済部に対策室を設置、そして分庁舎の

産業振興課に置くということで、そうすれば最終

的な権限なり今の命令系統といいますか、それは

経済部長が担うという形になるのか。それから例

えば分庁舎、脇野沢地区であればどの部署でどの

ような形というか、先ほど産業振興課という答弁

がありましたけれども、それらもう少し具体的に

お伺いいたします。今言いました横の連携とか、

または権限、そういったものを含めまして、具体

的に改めてお伺いいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） ただいま鳥獣対策室という

ことで専門部署についてのお尋ねでございますけ

れども、先ほど話題になりました、議論がありま

したモンキードッグ等、この予算措置が今当初予

算として議会にお諮りさせていただいて、御議決

をいただいた後に正式な形で動かなければいけな

いと、組織についても、そういう思いでございま

す。ただ、やはりこの部分では、経済部の中にそ

の対策室、部内室という形になろうかと思います

けれども、非常に広域化しているということ、そ

れから専門知識を持たなければいけないという部

分、そして対応も早くしなければいけない、こう

いうことをそれぞれさまざまな条件がございます

ので、それを総合的に勘案いたしまして、その人

、 。員の配置等を検討していきたいと こう思います

しかしながら、この部分においては、さまざまな

部分でご意見ございますでしょうけれども、非常

にその業務が特殊性を帯びているということ、地

域性もあるというふうな、それらも十分しんしゃ

くして配置を決めていきたいということでご理解

をいただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） サルに関しまして、最後思

いも込めて。

高齢化が進みまして、猫の額ほどの畑に自給自

足のために、あるいは少しでも現金収入を得るが

ために汗を流している農家の人たちの耕作意欲を

なくさせないためにも被害減少、被害防止に今後

。 、とも努めていただきたいと その点につきまして

改めて市長より意欲、決意を伺います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） ただいま佐々木隆徳議員が

お話しのように、農作物、これは商品としての部

分、これも非常に大きな被害、経済的な被害もあ

。 、 、ります そしてまた家庭菜園 自家消費の部分で

高齢者の方々が自分の畑、田んぼでの被害につい

ては非常に心理的な部分、ダメージが大きいとい

うことも私承知しておりますので、そういう方々

にも今後被害が及ばないような形で、きめ細やか

な被害防止対策の手だてをこれから積み重ねてい



- 162 -

きたいと、こう思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） 次に、トドの被害対策であ

ります。むつ市、現在の予算でありますと、県か

ら10万円、市から５万円、漁協から５万円、先ほ

どの市長の説明にもありましたけれども、これ以

外にちょっと聞き漏らしました全漁連を通した事

業とかというお話、それらについて、若干でも詳

しく説明いただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） 経済部長。

〇経済部長（佐藤純一） 議員ご質問のそのほかの

事業というふうなことで、今まで平成19年度まで

やられてきて、平成20年度も予算のご審議をお願

いしております事業費の20万円についても継続し

てやらせていただきますが、今回特に採捕、トド

を鉄砲で威嚇だけではなくて、殺してつかまえる

こともできるというふうな事業が認められたこと

によりまして、トド漁業被害防止対策事業という

、 、ことで 大型クラゲ等有害生物被害防止対策事業

これは全国のそういうふうなクラゲ、トドの被害

を受けた者に対して全漁連の基金のほうから出す

ということでございます。津軽半島のほうと下北

半島のほう、２地区で２頭ずつの割り当てでトド

の採捕が行われるわけですが、事業費は194万

8,000円それぞれでございます。そのうち２分の

１の補助ということで、97万4,000円を助成させ

ていただくというふうなことでございまして、現

在計画では採捕のための見回り等を１月から５月

までかけて16回行うことになっております。既に

８回出動して、何とかトドを採捕しようとしてお

りますけれども、なかなか逃げ回ってうまくいっ

ておりません。

佐井村漁協のほうでも同じ事業をやっているわ

けですが、一度出まして、トドに目がけて撃ちま

した。当たったかなと思ったらしいのですが、浮

かんできませんので、多分当たっていないのでは

ないかと。でも、それ以降トドを見かけていない

というふうなことで、効果はあると伺っておりま

す。

以上、全漁連の基金によりますトドの被害防止

対策事業の概要でございます。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） トドに関しましても、１点

目のサルと同様、サルもトドも頭がいいという印

、 、象を受けておりますけれども 対策とすれば捕獲

駆除、そしてまたきめ細やかな監視体制の継続し

かないものと。単純に素人が考えてもそれ以外に

ないと。ただ、それについてもお金がかかる問題

であります。今は、全漁連の基金からということ

で、予算がそちらのほうからも出ているという事

業費の内容説明がありましたけれども、聞くとこ

ろによりますと、１回の監視にかかる費用が、個

々に差はありますけれども、用船料四、五万円、

猟友会に依頼して、人件費等が１万数千円から２

、 、万円と 単純にその２つの項目だけを見ましても

六、七万円という形になりますので、例えば単純

に100万円と考えれば十数回しか出られないと。

そういう中で、最盛期の漁期から５月ごろまでと

いうそのトドがいる期間に何回出られるのか、そ

ういう感じがいたしておりますけれども、今後と

も行政と漁協が一体となって取り組んで、被害を

食いとめていただきたいと。その点につきまして

も、市長からご所見を伺います。改めて一言お願

いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 漁協、そして関係機関等と

経済部担当でございますので、さまざまなご意見

を伺い、そのトドの対策、被害を減少させる方向

に向かって取り組んでいきたいと、こう思います

ので、ご理解いただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） 13番。
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〇13番（佐々木隆徳） 最後になりますけれども、

風間浦村との合併についてであります。市長は、

、 、先ほど下北半島は一つであると また新年度以降

事務方の勉強会を開催すると、そういう答弁であ

りました。現段階で我々の机上に上ってきている

わけでもありませんし、まだ議論にまで至りませ

んけれども、今の合併という形で私の頭の中、脳

裏に焼きついている２つの場面があります。さま

ざまな担当職員、または私どもも、私自身も合併

の委員として再三にわたって協議会に出席して今

日に至っているわけでありますけれども、苦労の

中でやっと成就した杉山前市長を初め各町村長、

そしてまた各町村議会議長がいて調印式を行った

場面。そしてまた、合併協議会の中で離脱した３

町村が協議会の途中で退席したと、そちらのほう

の印象が強いわけで今でも脳裏に焼きついており

ます。その点について、市長の生の声、合併に関

する市長の思いを伺いまして、最後としたいと思

います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 合併についての思いという

ふうなことでございます。今佐々木隆徳議員がお

話しのとおり、私は当時議長を仰せつかっており

まして、そのとき議会の中での協議、そして旧町

村議会との協議、そういうふうなことで、非常に

苦しんだ部分、そして苦悩に満ちた協議というふ

うなことを今思い出しております。その際には、

佐々木隆徳議員には脇野沢村議会の副議長として

さまざまなご発言をいただき、ご協力、ご理解も

いただいたというふうな部分、こういうことも今

思い出しているところであります。

この合併につきましては、やはり議会というふ

うなものが、むつ市議会、そして風間浦村議会と

いう部分、この部分が非常にこれまでのこの経験

した中では合併の産みの苦しみという部分、この

部分においての議会のご理解、この部分も必要で

あろうと、こういう思いを今しておりますし、そ

してさらに平成17年３月14日に合併して以来、非

常にさまざまな課題がこの合併によりまして出て

まいりました。その部分について、先ほど壇上で

も答弁申し上げましたように、合併後激変緩和措

置ということで、この５年間の中でさまざまな事

務事業等を見直していかなければいけない、そし

てまた平準化していかなければいけない、そうい

うものが非常にまだ残っている部分があります。

そういうこともしっかりと整理も、そして皆さん

のご協力をいただく、ご理解をいただくという作

業もまだまだ残っている部分がございます。そう

いうことを総合的に考えていかなければいけない

だろうと。しかしながら、勉強会をするというこ

と、さまざまな課題点をあぶり出していくという

こと、こういうことは、決して否定するものでは

ないという思いでございます。気持ちの上ではも

う、もうというよりは、以前から下北は一つとい

、 、 、うことで広域行政 医療にしても し尿にしても

それからごみにしても、消防にしてもということ

で、広域行政が非常に下北半島、この地区でしっ

かりとした形で進んでいるわけでございまして、

垣根のない行政もその部分では進んでいるという

ことも踏まえつつ、４月以降勉強して、また折々

には議員各位のご意見も伺っていかなければいけ

ないと、こういう思いで取り組んでいきたいと、

こう思います。

合併前の苦しみ、そして合併した後の苦しみ、

そういうこともいろいろあるという思いで現在い

るところであります。

以上です。

〇議長（村中徹也） 13番。

〇13番（佐々木隆徳） いろいろありがとうござい

ました。予定の時間になりました。終わります。

〇議長（村中徹也） これで、佐々木隆徳議員の質

問を終わります。
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昼食のため午後１時まで休憩いたします。

午後 零時０２分 休憩

午後 １時００分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎横垣成年議員

〇議長（村中徹也） 次は、横垣成年議員の登壇を

求めます。18番横垣成年議員。

（18番 横垣成年議員登壇）

〇18番（横垣成年） むつ市議会第195回定例会に

当たり、日本共産党、横垣成年、一般質問を行い

ます。無所属ではありません。無会派の横垣成年

です。よろしくお願いいたします。改めて言いま

す。無所属ではありません。無会派の横垣成年で

す。理事者におかれましては、前向きのご答弁を

よろしくお願いいたします。

まず第１点目、全世界が今取り組んでいる温暖

化対策についてであります。日本は、1997年に開

催された第３回気候変動枠組条約締約国会議、地

球温暖化防止京都会議、いわゆるＣＯＰ３の議長

、 。国となって 京都議定書を議決した国であります

議決内容ですが、地球温暖化の原因となる温室効

果ガスの一種である二酸化炭素、メタン、亜硫酸

窒素、ハイドロフルオロカーボン類、パーフルオ

ロカーボン類、六弗化硫黄について、先進国にお

ける削減率を1990年を基準として各国別に定め、

共同で約束期間内、2008年から2012年内に目標値

を達成することが定められました 日本は 1990年。 、

比６％の削減が義務づけられました。ドイツ、イ

ギリス、フランスなどヨーロッパ諸国の取り組み

は、さすが先進国と言われるに値するものがあり

ます。

気候変動枠組条約事務局が昨年11月に発表した

、 、資料によると ドイツは1990年比マイナス21.3％

イギリスはマイナス19％、フランスはマイナス

0.3％の削減が見込まれ、目標を超過達成する見

込みだそうであります。世界に対する約束をしっ

かりと果たしております。

日本はというと、現状は６％削減どころか６％

ふえております。情けないことであります。議長

国として決めた約束事を議長国自ら守らないとい

う現状です。私は、この世界に対する約束を守ら

ないということ、これは日本を左右する大変大き

な問題だと思っております。約束を守らない国が

子供たちに対しどういう教育ができるのだろうと

いう意味で私は大変大きな問題だと思っておりま

す。大人たちや先生が幾ら子供たちに約束を守り

なさいと言っても、日本の国のいいかげんさを察

知した子供たちは、大人や先生の言うことをまと

もに聞くことはありません。しかし、子供たちは

社会の出来事をストレートにとらえて考えており

ます 「裸の王様」の話をご存じの方は、そのこ。

とを十分おわかりでありましょう。大人はいろん

な色眼鏡、偏見を持っていて、社会の真実が見え

なくなっている、子供のほうが社会をよく見てい

るということを書いている物語であります。どこ

の国でも未来をつくるのは子供たちです。日本の

国のいいかげんさは、子供たちがまじめに生きよ

うとする気持ちをはぎ取ってしまうものでありま

す。このように日本が世界に対してとっている約

束を守らないといういいかげんな態度の子供たち

に対する影響ははかり知れないものと言えるもの

であります。しっかりとした子供を育て上げるた

めにも、世界に対し約束を守る日本にしなければ

なりません。

さて、温暖化に対して市として取り組むことが

できる課題について、行政の観点からと教育の観

点からお聞きいたします。温暖化対策に対する市

の考え方はどのようになっているのでしょうか。
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考えがあるのならば、行政と教育の観点から具体

的に対策を示してほしいと思います。短期的なも

の、いわゆるすぐ取り組めるものから長期的なも

のまでいろいろあると思います。また、むつ市と

しての年度目標を決め、例えば５年後、10年後に

は現状より５％減らすとか、目標の設定をすると

市民も一緒になって取り組めるものとなるのでは

ないでしょうか、お聞きいたします。

次に、食の安全についてであります。学校給食

の現状と今後のあり方をお聞きいたします。学校

給食の現状ですが、中国製にかかわらず冷凍食品

の学校給食での使用はどのくらいの比率となって

いるのか、また市内でとれたものの比率と青森県

内でとれたものの比率はどの程度か。また、中国

製の冷凍食品が日本の食のあり方に大変大きな波

紋を投げかけました。学校給食のあり方の見直し

も必要ではないかと思いますので、お聞きいたし

ます。

次に、福祉行政についての１点目であります。

入れ歯ボックス設置についてです。入れ歯を捨て

ないでリサイクルをすると貧困で苦しむ世界の子

供たちが救われることになります。2006年12月に

発足したＮＰＯ法人日本入れ歯リサイクル協会が

国連児童基金ユニセフとの間に入り、リサイクル

活動をしております。むつ市も入れ歯ボックスを

設置し、協力すべきではないかと思いますが、お

聞きいたします。

、 、最後 福祉行政についての２点目でありますが

児童扶養手当についてであります。政府は、４月

から児童手当を受給して５年以上になる母子家庭

に対し、就業意欲や就業が困難な事情を証明する

書類の提出を義務づけました。厚生労働省は、就

業意欲のない母親はほとんどいないと国会で答弁

していたにもかかわらず、今までしたことがない

このような手続を義務づけました。何としても児

童扶養手当を削りたいという政府の思惑が感じら

れます。

私は、削る相手を間違っているのではないかと

思っております。例えば政府は、所得税の最高税

率を1986年の70％から1999年には37％に引き下

げ、低所得者には増税となる課税最低限を引き下

げました また 相続税の最高税率の70％を2003年。 、

から50％に下げました。１人当たりの相続金額が

20億円以上の方が対象で、年間たった20人前後し

かいないそうでありますが、そういう大資産家に

、 、対しては減税 株取引でぼろもうけしている方や

資産家、高額所得者に対しては減税に次ぐ減税の

一方、ぎりぎりの生活をしている母子家庭を支え

ている児童扶養手当は何としても削りたい、こう

いう政府の悪政からむつ市は市民を守らなくては

いけないのではありませんか。児童扶養手当を受

給して５年以上になる母子家庭は何人おるのでし

ょうか。就業意欲証明等が求められているが、煩

雑な手続により支給停止の対象でない人までも支

給停止とならないよう簡単な手続で済むよう工夫

すべきではないでしょうか、お聞きいたします。

以上、壇上からの質問といたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 横垣議員にお答えをいたし

ます。

まず、全世界が今取り組んでいる温暖化対策に

ついてのご質問の第１点目、市として取り組むこ

とができる課題について、行政の観点からのご質

問にお答えいたします。

議員ご質問の地球温暖化問題は、将来の人類の

生存そのものにかかわる重大な問題であり、早急

に取り組むべき世界的な課題となっております。

そこで、むつ市では事務事業から排出される温室

効果ガスの総排出量を平成19年度を基準として、

平成24年度までに５％削減することを目標とし

て、むつ市地球温暖化対策推進実行計画５カ年計
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画を策定中であり、環境負荷の低減に向けて取り

組んでまいりたいと考えているところでありま

す。

この計画は、地球温暖化対策の推進に関する法

律第21条の規定に基づき、むつ市の事務事業に関

し、温室効果ガスの排出抑制等のため、むつ市自

ら事業者、消費者として取り組むべき環境の保全

及び創造に関する行動について定めた計画でござ

います。また、本計画に基づく環境保全の取り組

みをむつ市が率先して行うことにより、市内の事

業者及び市民への波及効果を期待するものであり

。 、 、 、ます この計画の対象範囲は むつ市役所 川内

大畑、脇野沢庁舎のほか、公営企業局及び学校や

保育所を含む市のすべての組織施設が行う事務事

業を対象とします。計画推進の基本的な考え方と

して行動計画を立て、計画に基づき実施し、その

実施状況、成果を点検し、その結果により計画を

見直すという一連の作業を繰り返し行い、継続的

に環境負荷の軽減を図るものであります。

この計画の対象とする温室効果ガスの種類は、

地球温暖化対策の推進に関する法律に基づき削減

の対象となっている６種類の温室効果ガスのう

ち、総排出量の大半を占める二酸化炭素を対象と

しておるところであります。温室効果ガスの排出

の種類としては、電気、重油、灯油、軽油、ガソ

リン、液化石油ガスの分類に分けられます。日常

業務で無駄をなくし、小まめな節電、適切な空調

管理等の省エネルギー対策を推進します。

各個人での取り組みとして、パソコン等機器の

、 、適正利用 昼休みにはプリンター等の電源を切る

小まめな消灯、トイレ、会議室、給湯室、倉庫等

を利用した後は、忘れずに消灯する、公用車の省

。 、エネ運転等不要なアイドリングをしない 急発進

急加速を避け、経済速度での走行、マイカー通勤

の自粛、徒歩または公共交通機関や自転車を利用

する等、コピー用紙は両面コピーの徹底、ファク

ス送信をやめ、メール送信とする等、さまざまな

取り組みが個人においても温室効果ガスの削減に

貢献できるものであります。

市としてのむつ市地球温暖化対策推進実行計画

の推進と点検評価の体制は、毎年１回各課へ調査

票を配布し、取り組み状況や目標の達成状況につ

いて把握し、総合的に点検評価を行うとともに、

その結果に基づき、必要に応じて目標値及び取り

組み内容の改善など計画の見直しを行い、次年度

により効果的な取り組みを図っていきたいと考え

ております。

いずれにいたしましても、議員ご質問の地球温

暖化防止対策のための行政の取り組みについて

は、計画の推進及び改善を進めながら、市民も一

緒になって取り組めるものとなるよう積極的に環

境対策へ貢献してまいりたいと思いますので、ご

理解賜りたいと存じます。

次の教育の観点からにつきましては、教育委員

会に答弁をいたさせます。次の質問事項の食の安

全、これにつきましても教育委員会の答弁となり

ます。

福祉行政についてのご質問にお答えいたしま

す。第１点目の入れ歯ボックスの設置についてで

ありますが、これはＮＰＯ法人日本入れ歯リサイ

クル協会が各自治体に入れ歯ボックスの設置をお

願いし、不要になった入れ歯を回収して、入れ歯

に使用されている金属を貴重な資源として再利用

するというものであります。その収益金は、世界

じゅうの恵まれない子供たちを支援するために使

用されるとのことであります。

昨年６月に千葉県鎌ケ谷市が最初に設置して以

来全国的な広がりを見せており、ボックスの設置

に際して、設置費用の負担がないこと、さらに益

金の40％が各自治体の福祉団体へ寄附されること

を考えますと、今後さらに設置団体が増加するも

のと考えられます。市といたしましては、社会福
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祉協議会が実施に向け前向きな対応を考えている

ことから、関係部署との協議を交え、検討してま

いりたいと考えておりますので、ご理解を賜りた

いと思います。

次に、児童扶養手当についてのご質問にお答え

いたします。児童扶養手当は、父と生計を同じく

していない児童が育成される家庭の生活の安定と

自立の促進に寄与するため、当該児童について手

当を支給することにより、児童の心身の健やかな

成長及び福祉の増進を図ることを目的としており

ます。平成15年４月の児童扶養手当法の改正によ

り、受給資格を持つ母が手当の支給を受けてから

５年を経過した月の翌月以降で、かつ養育してい

る児童が８歳に達した月の翌月から手当を一部支

給停止することとなり、平成20年４月以降に一部

。 、支給停止対象者が発生することになります また

平成20年４月以降に該当になる対象者のうち、就

業意欲のない母親に対しては手当の２分の１を減

額することになりますが、一部支給停止対象者が

次の要件に該当することになりますと適用が除外

されることになります。それは、１、就業してい

ること、２、求職活動等自立を図るための活動を

していること、３、身体上または精神上の障害が

あり、就業することが困難であること、４、負傷

または疾病により就業することが困難であるこ

と、５、監護する児童または親族が障害等で要介

護状態にあり、受給資格者が介護をする必要があ

るため就業することが困難であることでありま

す。

さて、当市の児童扶養手当の受給者数は、平成

20年２月末現在814人、そのうち今回の５年以上

経過等による一部支給停止の該当となる受給者

は、平成20年度中で364人となっております。今

後の事務処理といたしまして、理由等を確認する

書類については、勤務先、関係機関の証明のみな

らず、その事実を確認できるものであればよいと

されており、例えば就業中の方であれば、雇用証

明でなくても確認期間中の給与明細の写しや、本

人が被保険者である社会保険等の保険証の写しに

よって確認をすることができるとされておりま

す。また、求職活動等自立を図るための活動をし

ていることの確認として、ハローワーク等におけ

る求人情報の検索をしたことの証明や職業訓練を

受けている場合の在学証明書等で確認できること

とされておりますし、負傷や疾病により就業が困

難な場合については医師の診断書によることとさ

れておりますが、本人の費用負担を考慮し、病院

の領収書等で確認したいと考えておりますし、そ

の他の証明等につきましても、対象者の実情に即

し、柔軟に対応していきたいと考えております。

今後は、対象者にわかりやすい説明書を同封さ

せていただき、届出書及び様式等を送付するのは

もちろんのこと、４月上旬の市政だよりやむつ市

ホームページ等を利用した広報周知を行い、申請

漏れのないよう対応してまいりますので、ご理解

を賜りたいと存じます。

〇議長（村中徹也） 教育長。

（牧野正藏教育長登壇）

〇教育長（牧野正藏） 横垣議員の全世界が今取り

組んでいる温暖化対策についてのご質問にお答え

いたします。

ただいま市長からも答弁がありましたように、

地球的規模での環境破壊が進む中、教育基本法や

学校教育法におきましては、環境教育は喫緊の教

育課題として、教育の目標の中に新たに規定し、

積極的な取り組みをするよう求めているところで

あります。教育委員会といたしましても、環境教

育の推進につきましては、むつ市学校教育指導の

重点の一つとして新たに位置づけしているところ

であり、その目標は一人一人の児童・生徒が環境

と人間のかかわりについて関心と理解を深め、豊

かな感受性を養い、身近な環境問題から考え、行
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動する環境教育の推進に努めるとし、市内の全小

・中学校で積極的に取り組んでいくよう努めてい

るところであります。

その取り組みを具体的に紹介いたしますと、例

えば小学校におきましては、総合的な学習の時間

の中で河川の水質や生物の調査、地域の清掃、動

植物の飼育、栽培、牛乳パックのリサイクル、空

き缶のプルタブ回収運動などなど、さまざまな活

動や体験を通して特色ある環境教育を展開してい

るところであります。また、中学校においては大

気や水質、生物、地質等の身近な地域の自然環境

の調査を通して環境汚染の実態に気づき、自然環

境を保全し、自然界のつり合いを保っていくこと

の必要性について学習しているところでありま

す。

また、社会科では地球温暖化防止のための国際

会議や日本で取り組まれている環境政策について

も学習を深めることとしております。

総合的な学習の時間においては、このような各

教科で習得した知識や技能を活用して、自分たち

に何ができるのかという自らの課題を見出し、主

体的に取り組んでいるところであります。こうし

た日々の環境教育の取り組みが物を大切にする心

やもったいないという精神が児童会や生徒会の節

電、節水運動につながるなど、全校的に取り組ん

でいる学校の例も出てきております。

さらには、環境保全に対する標語づくり運動を

行い、子供たちがつくった標語で全校エコかるた

大会を開催している学校の例も見られておりま

す。そのほかに、教育委員会が毎年開催しており

ます児童・生徒理科研究発表大会におきまして

は、これまでの取り組みの成果をもとに環境保全

の大切さを訴えたり、そのほかエネルギー環境問

題に対して未来の夢を語る新聞づくりコンクール

等に積極的に挑戦している例も出てきておりま

す。

以上のように、当市の小・中学校における環境

教育は、それぞれの学校の創意工夫により着実に

推進を図られてきているものと考えております。

教育委員会といたしましては、このような環境

教育の取り組みが子供たちの生き方にかかわる課

題として、さらに充実、発展していくとともに、

地球環境の保全に寄与するものとなるよう、より

一層指導に努めてまいりたいと思っておりますの

で、今後とも議員各位のご理解とご支援を賜りた

いと存じます。

次に、食の安全についてのご質問にお答えいた

します。去る１月31日の新聞報道等で中国産冷凍

ギョーザによる健康被害に関する報道があり、改

めて食に対する危機管理の大切さを痛感したとこ

ろであります。教育委員会といたしましても、早

速この輸入食品の使用状況を調査いたしましたと

ころ、市内の学校給食施設においては全く使用し

ていないということがわかり、安堵いたしている

ところであります。

まず、市内小・中学校の学校給食における冷凍

食品の使用比率についてのお尋ねでありますが、

平成18年度での調査でお答えさせていただきます

と、食品使用量から申し上げますと、全使用量の

約1,435トン中冷凍食品使用量が約５％、冷凍食

品以外の米、パン、めん、牛乳、野菜、果物など

の使用量が約95％となっております。議員ご懸念

の輸入冷凍食品については、安全性が確保される

まで給食に使用しないよう、この報道と同時に調

理現場に指示したところであります。

次に、むつ市内産と青森県内産の比率について

でありますが、青森県が去る３月４日に新聞発表

したところによりますと、平成18年度の県内小・

中学校の給食で使用した食材約１万570トンの

62％が県産食材で、うち13％が市町村産の食材と

なっております。なお、平成18年度当市の小・中

学校で使用した食材は約1,435トンで、野菜類を
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中心に約１％がむつ産の食材で、約50％が県産食

材となっております。

次に、冷凍食品を減らし、しゅんのものを中心

とし、むつ市内産と県内産の使用比率を上げるべ

きとのご提案でありますが、その前にまず学校給

食の現状についてご説明申し上げたいと思いま

す。

議員ご指摘のように、学校給食は特に成長期に

ある子供たちにとってはほかの何よりも健康と安

全が最優先されなければならないことは言をまた

ないところであります。このことから、本市ばか

りでなく県内、全国どこでも同じでありますけれ

ども、学校給食の発足当時から、青森県では昭和

31年からでありますが、県教育委員会の指導監督

のもとに財団法人であります青森県学校給食会を

設立し、県内小・中学校の給食の振興充実を図っ

てきたところであります。県学校給食会では、こ

れまで給食用食材の一括購入、配送、食品検査の

実施、衛生管理の指導、検査器材の貸し出し、毎

月の情報提供などの一連の学校給食事業を行って

きており、また配送に当たっても県内のすべての

地区を網羅したネットワークを構築し、どの学校

にも対応できるようにしているところでありま

す。したがいまして、安全性の確保の点、１食当

たりの費用から見ましても、これまでどの学校も

日常的には当学校給食会のお世話になっているの

が現状であります。

議員お話しのとおり、常時でなくてもしゅんの

ときでもということでありますが、今後地元産の

食材をできるだけ多く使用するためには、まず生

産者の顔がわかり、安価で安全な食材が利用しや

すい仕組みづくりがあればと思っているところで

あります。これらの仕組み、環境づくりがまず必

要であり、生産者と各学校との理解と協力、信頼

関係が構築されれば、今まで以上に地元産、県内

産の使用比率が高まってくるものと期待している

ところでありますので、ご理解を賜りたいと存じ

ます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） まず、温暖化対策について、

市長の認識をさらにお聞きしていきたいというふ

うに思います。

まず、私は冒頭で日本が６％増加になっている

と言ったのですが、この原因を市長は何にあると

いうふうに認識しておりますか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 今回のご質問の通告をお受

、 。けいたしましてから 勉強させていただきました

非常にテーマの大きいご質問の内容でございまし

て、今この６％がふえている理由は何かと、こう

お尋ねをいただいたわけですけれども、いろいろ

な要素があるのではないかなと。大量生産、大量

消費という部分もあるのではないかなと、こうい

う思いをしております。その６％の占める割合が

どんな部分がどうでという、そこまではまだ立ち

入って勉強しておりませんでした。今後よく勉強

していきたいと思いますけれども、今この議場の

中でもお互いの意見を出し合って理解を深め合い

たいと、こう思います。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） この６％の排出の大きな原因

が、日本がいろんな産業でかなり今石炭を使用し

ていると。この石炭の使用量が膨大にふえている

のが大きな原因だそうであります。我が党の市田

書記局長が国会でも取り上げておりましたが、

1990年代は石炭の割合が全部のＣＯ 排出量の２

4.76％だったのが2005年では15.08％と４倍近く

もふえているというのが大きな原因だそうであり

ます。

、 、それでは さらにお聞きしていきたいのですが

青森県は、どのくらい増加になっているという認

識でしょうか。
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〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 青森県の部分は承知してお

りません。ただ、石炭の使用というふうなことも

前からよく認識はしておるのですけれども、その

、 、６％のふえた部分 この石炭の使用ということは

石炭を使わなければいけない事情が何であるかと

いうことも認識をしていただかなければいけない

と。原子力ルネッサンスの時代であるということ

も申し添えさせていただきます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） 先ほど市長が述べましたが、

むつ市で今策定中だという計画と同じような計画

を青森県でもつくっております。そして、その付

随資料の中にもしっかりと載っておりました。こ

れは2002年度が最新の情報だそうでありますが、

青森県は21.4％、残念ながら全国平均よりも３倍

以上のふえ方であります。そして、そのふえ方の

大きな原因がやっぱり車だそうです。1990年代、

例えば普通車が5,735台あったのが、2002年度で

、 、は13万5,354ということで 2,260.1％ふえている

これが大きな原因だと青森県がそのデータで示し

ております。これは、やっぱり青森県の公共交通

機関がおくれているというのが私は大きい原因か

なというふうに考えております。

そこで、むつ市はどういう状況でしょうかとお

聞きしたかったのですが、青森県の情報もなかな

か知り得ていなかったので、当然県のほうではむ

つ市の状況までは調査していなかったのでありま

す。

そこで、ぜひとも市長にお願いしたいのが、先

ほどむつ市も平成19年度から平成24年度で計画を

策定中だということですので、その計画の中で当

然公表というのもしなくてはいけないと思ってお

ります。ぜひむつ市の状況も調査してほしい、こ

ういうふうに思いますが、いかがでしょうか。

1990年代のときがどうであって、それで最新の情

報はどうか。ちょっと私が県のほうに問い合わせ

たら、それなりの方策、お手伝いできるところは

あるというふうに聞いておりましたので、ぜひ市

長のお考えを、その点についてお聞きしたいと思

います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） この５カ年の計画の中でむ

つ市としては点検評価ということでございますの

で、やはりもととなるデータをしっかりと寄せ集

め、そして平成19年度の段階での状況をしっかり

と把握して、そしてその計画の中に盛り込んでい

くわけでございます。その平成19年度の状況を検

証する中で、それらの資料等々が寄せ集められて

基本的な数値が出されてくると、こういうふうな

認識をしております。平成19年度を基準としてと

いうことでございますので、平成19年度を基準と

して、平成24年度まで５％削減ですので、何をも

って５％削減なのかということになりますのは、

平成19年度が基本であると、基準となると。その

基準のためには、しっかりとした統計資料等々を

寄せ集めて基準づくりをしていかなければいけな

い。そして、その後５％を削減していくという計

画がつくられていくものであります。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） 今つくろうとしているその計

画の公表というのはいつごろになりますか。

〇議長（村中徹也） 民生部長。

〇民生部長（佐藤吉男） 計画については、素案は

できておりますので、決裁次第、３月中に公表し

たいというふうに思っておりました。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） 楽しみにしております。

今おっしゃったその計画というのが政府のほう

で定めた地球温暖化対策の推進に関する法律の

21条に基づいているとは思いますが、この推進に
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関する法律は、20条も地方公共団体云々というこ

とで書いている条項がございます。当然青森県の

ほうは20条に基づいたもの、そして21条に基づい

たものの２つの計画をつくって今進めておりま

す。ですので、先ほど21条に基づいてつくろうと

している計画は、あくまでもその庁舎内でのたし

か事務事業に関する排出を抑えるということで、

私が先ほど聞いたむつ市全体の排出をというの

は、ちょっと当面視野に入れていない、そういう

21条だというふうに私は理解しました。そこで、

県のほうとしては20条に基づいて、先ほど言った

ように青森県は21％ふえているというふうな調査

をしたのでありますので、ぜひとも21条は３月中

に公表できるというふうにおっしゃいましたの

で、ぜひ20条に基づいたもの、これは当然もうむ

つ市全部が対象になる計画ですので、そこまで踏

み込んでつくる考えがないかどうかお聞きいたし

ます。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほど答弁申し上げました

ように、むつ市自ら事業者、消費者として取り組

むべき環境の保全及び創造に関する行動について

定めた計画ということで、まずむつ市、隗より始

めよというふうことで取り組んで、その状況を見

据えつつ考えていきたいと、こう思います。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） ぜひ早急につくって、むつ市

がやはり世界に貢献をする、そういう市になれれ

ばなというふうに思っております。

市長も、この温暖化がどういう悪影響を及ぼす

、 、かというのは 当然認識されていると思いますが

どういう悪影響があるというふうに市長は思って

おりますか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 悪影響は、よく言われるの

は南太平洋の何という島だったでしょうか、何か

氷河が解けて……

（ ツバル」の声あり）「

〇市長（宮下順一郎） ツバルでしたか、その島が

水没してしまうとか、さらにはさまざまな何か危

機感をあおるような部分のところの認識は持って

いますけれども、どんな影響がというのは、温暖

化の影響なのか。ただ、この温暖化の影響、実は

この部分で今ちょっと勉強したところをご披露し

たいと思うのですけれども、過去20年間は、20年

以上前です、この温暖化というのは単なる気象変

動だというふうなとらえ方をされていたそうで

す。そして、そういう意味から、その論争が続い

ていたと。そして、今度アメリカのブッシュ政権

がＣＯ の削減を義務づける京都議定書から離脱２

したのも、これは人為的な温暖化が証明されてい

ないというふうな理由から離脱をしたのだそうで

す。ところが、昨年ノーベル平和賞を受けた国連

の気候変動に関する政府間パネルＩＰＣＣという

機関が、その第４次報告書では、科学の裏づけに

よってこうした温暖化懐疑論に終止符を打ったと

いうことだそうでございます。そして、その後し

っかりと全世界で取り組んでいかなければいけな

いのだろうということで、その日本の温暖化対策

の進捗度は先進国の中で一番低いという認識を持

っております。

ですから、私は本当に身近な部分から、横垣議

員が今ご質問をされる、ご通告をいただいた際か

ら、市長室を離れるときにはプリンターを切り、

パソコンを切り、そして部屋の電気を切ると。そ

して、車もなるべくアイドリングを避けるような

話もしておりますし、家庭の中でも余りそういう

ことを気にしたことはなかったのですけれども、

そういう意味では電気を消すように努めておりま

すし、そういうふうな形で、市全体でまず取り組

む姿勢を示し、そしてそれが各市民の家庭の中に

行き届くような啓蒙活動もこれから必要であろう
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という認識にとどめさせていただきたいと思いま

す。

以上です。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） その温暖化による影響につい

ても、県のほうのその計画には、そこの現状分析

をしっかり書いておりました。まず、海面水位が

上昇してしまうということですね。当然それによ

って砂浜が消えていく。あと豪雨とか干ばつ、そ

ういう異常気象がどんどんふえていって、結局水

資源が枯渇してしまうおそれもある、そういうふ

うな感じです。当然農業へ影響するということで

す。

次は、当然生態系への影響もあると。木とか植

物は、固定しておりますから、どんどん温度が高

くなるにつれて、その高くなるのに追いついてい

けなくて枯れてしまう。当然それによって動植物

が死に絶えていくということです。当然農業がお

かしくなるから、食料生産への影響も大きい。ま

た、南のほうにある病気などがどんどん北のほう

へ寄ってくる。マラリアとかそういうふうなのが

どんどん北のほうに迫ってくる。そういう形で世

界的な影響があるというふうに県のほうでも分析

しております。

今県のほうでも当然目標値を示しております。

ですから、ぜひともむつ市がその計画をつくると

きには県のほうと歩調を合わせたものにしてもら

いたいというふうに思います。市長は、先ほど自

分からも襟を正すような形でスイッチを切ったり

している、大変すばらしいことだと思います。そ

して、県のほうで示している目標値によると、例

えば車１台当たりＣＯ が今青森県では2.5トン出２

しているのだそうです。これを青森県では2.3ト

ンに減らそうという目標を立てている。というこ

とは、25回乗るうち２回車を使わなければ2.3ト

ンになるのです。こういう形でぜひとも職員なり

市民なりにわかりやすい形で目標を定めて実行に

移していただきたいなというふうに思っておりま

す。

さて、次でありますが、企画課のほうは十分ご

存じだと思いますが、むつ市はこういうむつ市地

域新エネルギービジョンというものを平成18年２

月につくったのです。当然市長もご存じだと思い

ます。これは、地球温暖化を受けて前段にそうい

うのをるる書いております。そしてつくったとい

うふうなことですから、市長はこれ余り見ていな

かったかなというふうに思うのでありますが、こ

のエネルギービジョン、これはスイッチを切るだ

とか、再利用するだとか、そういう面は触れてお

りません。これは、今あるエネルギーを、例えば

自然に優しい再生可能なエネルギーにしようと。

、 、風力だとか太陽光だとか あとバイオマスだとか

そういうのに切りかえようというので総合的に大

変よくまとめられているものであります。そうい

う点で、市としてこれをつくったのですから、そ

れなりにやっぱり実効があるのかなというふうに

思いますので、担当課でもよろしいので、これを

つくって、何か実行されたものがあるのかどうか

というのをお聞かせ願えればなというふうに思い

ます。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 先ほど車が１台2.5トンと

いうふうなお話がございましたので、あえてこの

部分で答弁をさせていただきたいと思うのですけ

れども、実はけさほど私に直接のメールが参りま

して、かなりエコについて、エコライフというふ

。 、うなことについてのご意見が届きました これは

横垣議員のお友達なのかどうかわかりませんけれ

ども、これからエコ家計簿もつけようではないか

というふうなご提案もあります。

例えば１つ、２つ、ちょっと例を挙げさせてい

ただきますと、今買い物袋、要するにビニールの
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手提げ、スーパーに行ったりしますと、ああいう

もの、１人当たり年間230枚平均使うそうでござ

いまして、その部分、これを今度マイバッグとい

う形にすると、１世帯当たりの年間の二酸化炭素

削減効果が58.3キロ、58キロ、60キロくらいの削

。 、 、減効果がある それから待機電力 よくパソコン

テレビ、冷蔵庫は切ることはできないのでしょう

けれども、ラジオ、そういうふうなものの待機電

力、これをなくすると家庭の消費電力約７％から

10％、これが要らなくなってくる。その部分にお

いての１世帯当たりの年間の二酸化炭素削減効果

は60キロと、こういうふうなお知らせがありまし

て、そういう意味で少しずつこういう形で、また

本定例会でこういう形でさまざまな議論をしてい

、 、 、る中で やはりラジオを聞いている方々が ああ

なるほどそういうことなのか、やはりこういう部

分では市役所の中は昼休みは全部電気を消してい

ますけれども、もとからこれはＣＯ 削減のため２

ではございませんでした。結果的にＣＯ 削減に２

なっているということでしょうけれども、そうい

うことで、市行政自体がそういう細かいところに

気を使った形で、まず市役所自体、市の関連施設

の部分で、そういう意識をまず持つ、そしてそれ

が広く市民の方々に伝わっていくという形が理想

的なのではないかなと、こんな思いをしていると

ころであります。

むつ市地域新エネルギービジョン、実際どうい

うことが現在あるのかということは、昨日だった

でしょうか、鎌田議員の木質バイオマスの部分で

のご質問もありました。ペレットストーブのご提

案もまた何回か前の定例会の中で議員の方からご

提言もございました。そういう部分では、なかな

、 、 、かペレットの部分 灯油 要するに油との価格差

それも運賃を含まないで約１円か２円くらいしか

違わない、運賃が含んでくると、それを運ぶため

の車はどうなのか、ＣＯ の削減に効果があるの２

だろうかとか、そういう部分までやっぱり考えて

いかなければいけないでしょうし、昨日もちょっ

と例を挙げさせていただきましたけれども、ＢＤ

Ｆ、この部分においては、社会福祉協議会で所有

しております、市のものなのですけれども、ＢＤ

Ｆ、廃油を使った形でディーゼル車に使用してい

るというふうな、そういう具体的な例もあるとこ

ろでありますので、今後そういう部分で、できる

だけ環境に優しい形の行政の取り組み方は示して

いかなければいけないだろうと、こんな思いでご

ざいます。

以上です。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） さっき計画は３月中にできる

ということで、それは全部議員に配布するという

形で考えているのかどうか、そこもちょっと確認

させていただきます。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 配布をいたしますし、市政

だより等々で概略という形のお知らせだとか、ホ

ームページだとか、そういう部分でもお知らせを

したいと、こういうふうに考えております。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） 議案の質疑の中だったか、予

算審査特別委員会でも私質疑いたしましたが、ち

ょっと教育長に再度お願いしたいのは、このエネ

ルギービジョンでもエコスクール、私ここでちょ

っと巻町のことをいろいろ勉強させてもらった

のですが、取り上げていたので、これに研修に行

ったということで、これをまとめて報告になって

おります。そういう意味で、これからつくる第三

田名部小学校、こういう巻町を十分参考にしな

がら、環境に優しいエコスクールというものを改

めて、全部とは言わないまでも、十分取り入れる

、 、ような そういう学校づくりができないかどうか

教育長のお考えをお願いしたいと思います。
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〇議長（村中徹也） 教育部長。

〇教育部長（新谷加水） 横垣議員のご質問にお答

えいたしたいと思います。

先般もお答えいたしましたように、第三田名部

小学校の実施設計に当たりましては、このエコス

クールの考え方も取り入れたいと。どこまで取り

入れられるかは、それはわかりませんが、一定程

度の考え方はしていきたいというふうに考えてお

ります。

以上です。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） 次の質問に移りますが、学校

給食の関係で、先ほどむつ市内産が１％程度だと

いう答弁でございました。ちょっとがっかりした

のですが、やっぱり１％はちょっと余りかなと。

むつ市は、たしかトマトはかなり東京のほうに発

送しているという話を聞いております。新聞の報

道だと、トマトが出てこなかったけれども、県の

特産で利用率が高いのがリンゴ、米、ナガイモ。

、 、 、リンゴが99.9％ 米が99.4％ ナガイモが98.5％

こういう形で、ちょっとトマトがここに出てこな

かったので、これまたがっかりだったのですが、

むつ市はそういう意味でかなりトマトの生産量が

多いということで、それなりにまとまった数は十

分確保できるのではないかなと思います。ちょっ

とトマトだけ言うのもあれですから、米なんかも

結構むつ産のやつは、川内方面でもかなりとれて

いると思います。そういう意味で、それこそ本当

に大量に手に入るというと、トマトと米が第１候

補になれるのではないかなと思いますので、そこ

ら辺の検討、学校給食への採用というのを検討し

てもらえないかなというふうに思いますが、いか

がでしょうか。

〇議長（村中徹也） 教育長。

〇教育長（牧野正藏） 先ほど県内産が50％でむつ

市産が１％、こんなふうに申し上げたところでご

ざいますが、その１％の中身でございますが、今

申し上げましたように、私の手元にある資料によ

りますと、まず米、それから牛乳、これはむつ市

。 、 、 、 、内産でございます 米 めん 牛乳 ジャガイモ

キャベツ、キュウリ、ゴボウ、大根。トマトは期

待したほど多くはないようでございますけれど

も、あらゆる野菜を使わせていただいております

ので、年々拡大はしているところでございます。

ただ、私ども近くのスーパーとかに買いに行くの

ですけれども、むつ市産であっても県内産と表示

されているのはいっぱいあるので、私今１％と申

しましたのは、明確にむつ市産だといったものだ

けの数値でございます。したがいまして、店によ

りましては県内産というふうな表示というのもあ

りますから、なかなか区別しにくい、県内産のも

のも相当入っているというふうなことです。

例えばむつ市でできたものでも県内の加工場で

加工すると県内産というふうに区別されてしまう

ものですから、ここまでがむつ市のもので、ここ

からがこうだというのはなかなか区別するのが非

常に難しいものがあると思います。ただ、今言っ

たように、もう少しやはりむつ市産のものを使え

るような配慮をしなければならないと思うわけで

ございますが、やはり問題なのは安全であるとい

うふうなことが一番先にあるわけでございます。

そういうことで我々も直接生産者と会うのではな

くて、農協とか大きい機関の中で大丈夫ですよと

いうふうなお墨つきがあった中ですと、そういう

条件が整いますと非常に使いやすくなるのではな

いかなと、こんなふうに思っています。

昨今の中国製冷凍ギョーザを、あるいはまた偽

装問題等含めますと、値段もさることながら、や

っぱり安全ということを最優先させなければなら

ないというふうな悩みがございますし、それから

単にできたから食べてほしいというのではなく

て、今各学校におきましては、例えば来月のメニ
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ューを１カ月分各家庭に配布するわけでございま

す。そうすると、大体10日ぐらい前、20日ころに

翌月のメニューを、例えば３月１日は何を食べま

すよというふうな、これはだんだんアレルギーの

子供が多くなってきているものですから、それに

家庭でも対応できるような措置をとっているわけ

でございます。したがいまして、相当前から準備

していかないと、物ができたから食べてくれ、こ

ういうのではなくて、やはり１年間、前からこの

シーズンにはこういうものができますよ、この程

度の量が確保できますよというふうなことで、や

はりある一定の流通経路を通した中で安定的に供

給しやすくなるようなシステムづくりというのを

最も学校で望んでいることだろうと、こんなふう

に思っております。

先ほど申しましたように、県の学校給食会にお

きましても、昨今はできるだけむつ市の子供であ

ればむつ市産のものを使いたいと、こんなふうな

ことを言っているわけでございますので、やはり

そういうシステムが確立されてきますと、もっと

もっと私は地元産というものが使われていくので

はないかなと、こんなふうに思っているところで

ございます。

〇議長（村中徹也） 18番。

〇18番（横垣成年） もう時間がありませんので。

私先日ある酒屋さんといろいろ懇談をいたしま

したら、その酒屋さんは、やっぱり地元の米で酒

をつくりたいという希望があって、地元から数量

を契約してお酒をつくっているのだそうです。当

然農作物ですから、天気に左右されるということ

で、とれなくなったら、その分また酒屋さんでも

その補償はきちっとするというふうな形で契約し

ている。やっぱりこういう形で県の給食会でした

か、このむつ支部なんかも当然あると思いますか

ら、そういうところでぜひそういう形で複数の農

業者とか等と交渉しながら地元のものを、それな

りの量を確保できるというふうなシステムづくり

をぜひしてもらえないかなということを最後にち

ょっとお聞きしたいと思います。

〇議長（村中徹也） 教育長。

〇教育長（牧野正藏） 先ほど県の学校給食会とい

うようなことで申しました。もう戦後間もなくと

いうことでございますが、昭和29年あたりに学校

給食法という法律ができ上がりまして、何とかそ

ういう食べられない子供たちに対して学校でせめ

ても給食をさせてということだろうと思っており

ますが、あれからもう50年たちました。昭和31年

、 、ですから 五十数年ちょっとだろうと思いますが

それだけにやっぱりシステムがきちっとしており

まして、安全管理、流通経路、それから一括購入

等、あるいはまた経費の点からも非常に安い形で

やっているわけでございまして、小学校でありま

すと１食270円から280円でございます。中学生で

すと300円前後というようなことになるわけでご

、 、ざいますが その中でやはり栄養のバランス等々

きのうも問題になりましたのですが、やっぱり高

くしますと未納の問題にもつながってくるという

ようなことがありますと、価格の面、栄養のバラ

、 、ンスの面 あるいはまた満足度の点ということで

あらゆる角度から考えなければならないことでご

ざいます。我々の地元の栄養士さんなども、でき

れば地元にあるものを使いたいということで、先

ほどから何度も申し上げますけれども、そういう

システムでやはり学校が飛びつきやすいような体

制があればいつでも注文できるというふうなこと

でございます。だれが、どこに、どうというふう

なことで、栄養士さんと申しましても、１日調理

師さんと一緒に仕事をやったりということでござ

いますから、なかなか時間的な余裕がないわけで

ございますので、やはり生産者側のほうから、あ

るいはまたそういう組織のほうから学校に入っ

て、学校の中で一緒に給食を見ていただいて、食



- 176 -

べていただいて、そしてどういうふうな参入の仕

方ができるかということをやっぱり研究していた

だかないと、生産者ではない一栄養教師には、こ

れはちょっと無理な話のような感じがするわけで

ございます。だれがどうのではないけれども、や

はり流通でももっと見えるようなシステムづくり

というのが大事なことではないかなと、こんなふ

うに思っております。

学校のほうも、いつもしり込みしているのでは

なくて、そういうチャンスがあればいつでも飛び

込みたい、こういう感じでおりますので、ご了解

いただきたいと思います。

〇議長（村中徹也） これで、横垣成年議員の質問

を終わります。

午後２時15分まで暫時休憩いたします。

午後 ２時０２分 休憩

午後 ２時１５分 再開

〇議長（村中徹也） 休憩前に引き続き会議を開き

ます。

◎千賀武由議員

〇議長（村中徹也） 次は、千賀武由議員の登壇を

求めます。10番千賀武由議員。

（10番 千賀武由議員登壇）

〇10番（千賀武由） 政友会会派の千賀武由でござ

います。さきに通告申し上げましたとおり、むつ

市議会第195回定例会に当たり一般質問をさせて

いただきます。市長並びに理事者におかれまして

は、誠意あるご答弁をご期待申し上げます。

質問に入ります前に、市長におかれましては、

新市第２代目市長就任以来７カ月余りがたち、い

よいよひとり立ちする１歳の誕生日が参ります。

市長におかれましては、どうぞお体を十分ご自愛

なされまして 「人と自然が輝く やすらぎと活、

力の大地 陸奥の国」を目指して、むつ市発展の

ためさらなるご奮闘を願うものであります。

、 、また このたびご退職されます田頭副市長には

長年にわたりむつ市発展のため大変ご尽力を賜り

ました。ありがとうございました。今後とも副市

長におかれましては、ご壮健でますますご活躍さ

れますことをご祈念申し上げます。

それでは、一般質問をさせていただきます。

まずは、質問事項の本庁舎の現状と移転問題に

ついてでございます。本庁舎の移転問題につきま

しては、昨日の一般質問で冨岡幸夫議員も熱のあ

る質問をしたところでございます。本庁舎の移転

問題につきましては、過去の議会や説明会におい

て財政等の観点から議論されておりますが、私は

視点を変えて質問をさせていただきたいと思いま

す。

質問の１点目でございますが、本庁舎の現状に

ついてお尋ねいたします。日本列島は、20世紀後

半から地震の活動期に入ったと言われておりま

す 私の記憶に新しいところでは 1995年１月17日。 、

に発生した阪神・淡路大震災、マグニチュード

7.3、最大震度７、死者、行方不明者6,437人、戦

後最悪の震災でありますが、その後97年５月、鹿

、 、 、児島県北西部地震 98年５月 石垣島南方沖地震

同じく９月、岩手県内陸北部地震、2000年10月に

は鳥取県西部地震といずれも最大震度は６を超え

ております。この傾向は、21世紀に入り、ますま

す顕著であり、2003年十勝沖地震では、北海道で

最大震度６弱を観測しており、2004年10月23日に

は新潟県中越地方で最大震度７、死者68人、震度

６弱以上の余震を４回観測する新潟県中越地震が

発生しております。そしてこの地域では、2007年

７月16日、最大震度６強の新潟県中越沖地震に見

舞われております。幸いにしてという言葉は適切

ではないかもしれませんが、この間むつ市は震度

６以上の地震は経験しておりません。
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本庁舎は、1962年、昭和37年の建設でございま

して、６年後の1968年、昭和43年５月16日午前９

時49分、マグニチュード7.9、震度５の十勝沖地

震に見舞われ、３階部分が倒壊するという被害を

受けております。以後幾度となく地震のダメージ

を受けながら改修、改築を繰り返して現在に至っ

ているわけでございますが、もし全国各地で多発

している震度６以上の地震がむつ市を襲い、本庁

舎を揺らした場合、本庁舎はどれほどのダメージ

を負い、どのような事態が想定されるのか、想定

できる範囲で結構でございますので、お知らせく

ださい。

質問の２点目でございます。本庁舎のバリアフ

リーについてでありますが、バリアフリーの定義

は、広義の対象者としては、障害者を含む高齢者

等の社会生活弱者、狭義の対象者としては、障害

者が社会生活に参加するうえで生活の支障となる

物理的な障害や精神的な障壁を取り除くための施

策、もしくは具体的に障害を取り除いた状態とさ

れており、一般的には障害者が利用するうえでの

障壁が取り除かれた状態であると認識されており

ます。もし将来的に何らかの理由により現在予定

されております本庁舎移転が不可能となった場

合、現在の本庁舎をこのまま使用することになる

と思われますが、その際、市長はどのような施策

をとられてバリアフリーを具現化しようとなさる

のか。市長を初めとして担当職員の方々が庁舎移

転に向けて説明会等を開催し、前向きに取り組ん

でいるさなかにこのような質問をすることは、ま

ことに心苦しい限りでありますが、個々の施策が

ありましたら、お知らせを願いたいところでござ

います。

私が懸念しておりますのは、バリアフリーが叫

ばれて久しく時間が流れておりますが、過去を振

り返ると、あらゆる選挙において、社会福祉の充

実という言葉がひとり歩きしているような感じを

受けます。実態として、むつ市においても身体に

ハンディのある方が市長選挙、市議会議員選挙に

立候補することがなかったため、議場を含めた市

庁舎がどうあるべきか議論がなされていなかった

ように感じるのでございます。新庁舎に向けた説

明会でのバリアフリーに関する説明には納得がで

きましたが、移転しない、もしくはできない場合

にはどのように対応するのかお尋ねをしたいと思

います。

現庁舎の議場の建物に１階から車いすで移動で

きるようにエレベーターの設置が可能なのか、傍

聴席を含めた議場内を車いすで移動できるように

改修、改造が可能なのか、車いすで利用できるト

イレの設置は可能なのか、また本庁舎から北庁舎

への渡り廊下に自動ドアの設置は可能なのか、２

階、３階へのエレベーターの設置は可能なのかお

答えを願いたいと思います。

質問の３点目でございます。防災体制について

お尋ねいたします。平成16年10月に発生した新潟

県中越地震で震度６以上を観測した地域におい

て、４カ所の市町村役場が地震の揺れにより被害

を受け、使用できない状態となりまして、災害の

初動対応に大きな支障を来したと言われておりま

す。この４カ所の建物は、いずれも昭和56年以前

に建てられたいわゆる旧耐震基準の建築物であり

ます。改めて防災拠点となるべき施設の耐震化の

必要性が問われることとなった事例であろうと思

うところでございます。

防災拠点の役割は、災害対策の指揮と実行、救

援、救助、応急、復旧活動、負傷者、避難者の安

全な受け入れ、災害情報の発信、収集であります

が、多くの場合、地域の中核となる公共施設や民

間施設が防災拠点として指定され、その任に当た

るわけですが、現状として昭和37年に建てられ、

昭和43年の十勝沖地震によって大きなダメージを

受けたむつ市本庁舎が防災拠点となり得るのかお
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答えを願いたいと思います。

質問の４点目、本庁舎移転についてお伺いをい

たします。旧アークスプラザの買収に際し、杉山

肅前市長が千載一遇のチャンスと称したとされて

おりますが、ただ単に廉価で新庁舎が手に入ると

いうだけの発言ではないように思われます。現在

の本庁舎は、身体にハンディを抱える方々や高齢

者の方々、いわゆる社会的弱者の方々にとりまし

てまことに優しくない、むしろ行政機関の建物と

しては不親切で不安な建物と言わざるを得ませ

ん。特に災害が発生したときの危機管理の観点か

ら見た場合には、最悪の建物と言えるのではない

でしょうか。

仮に職員の方々が執務時間中に災害に襲われた

場合、最初にとる行動としては来庁者の安全を確

保してから自分も避難されるのではないでしょう

か。そこには、絶対的な時間が必要であります。

本庁舎には、この時間の確保ができるだけの強度

があるのか、甚だ疑問でございます。市長は、就

任当初から、その危険性を認識したうえで説明会

等を開催し、庁舎移転に積極的に取り組んでまい

りました。そして、そこの移転予定地に、仮では

ありますが、ヘリポートを設置されました。この

ことは、将来的な危機管理体制を見据えた防災拠

点づくりではないかと推察をしておりますが、市

長が考える本庁舎移転の必要性と今後の取り組み

についてお尋ねをいたしたいと思います。

次に、質問事項、職員削減と機構改革、職員の

適正配置についてお伺いをいたしたいと思いま

す。新むつ市誕生から丸３年、厳しい行財政事情

が続く中での市政運営、大変ご苦労さまでござい

ます。安心と安全が揺らぎ、低迷して久しい昨今

の社会経済状況は、なかなか脱却の形が見えない

まま、多くの市民は先行きの不安を募らせ、行政

需要は多様化、高度化の一途をたどり、産業、福

祉、医療、教育、環境などの多くの分野で重要な

課題が山積みしています。そこで、行政に対して

的確で迅速な対応がかつてなく強く期待されてお

り、一層の努力を要望するものであります。

他方、行政の担い手である市役所職員について

は、財政再建に資するため、退職者不補充による

削減が着々と進められ、人件費抑制が図られてい

。 、 、るところであります 私は 組織の肥大化は避け

可能な限りスリムで効率のよい状態にあるべきも

のと考えていますので、現在行われている職員の

削減については理解はしております。しかし、さ

きに申し述べた行政需要増大との関係から、合理

性に欠けた削減、いわゆる経費のみに着目した削

減は簡単に許されるものではないと思っておりま

す。年々増大する行政需要、逆に減少する職員と

いう状況下で重要になるのが効率のよい組織機構

。 、 、と職員の適正配置であります 市長は 就任以来

産業振興分野と広報広聴分野の強化を重点施策に

市政運営に取り組むと聞いております。その構想

を実効性の高いものにするためにも、ふさわしい

組織機構と職員配置が必要であると思われます。

また、特に心配されるのが、この３月から始ま

る団塊の世代の退職でございます。これから三、

四年は例年に比べて多数の退職者があると思われ

ます。知識や経験豊富な職員が続々と退職するこ

とは、その時期を迎えたことでやむを得ないこと

でございますが、内容的には実人数以上の退職状

況が生じるものと予想されます。ますますもって

組織機構改革と適正な職員配置が望まれるゆえん

でもあります。このような認識で質問をいたしま

す。

第１点目、職員の削減数は合併時の見込みどお

りなのでしょうか。

２点目、事務事業に支障を来していないのか、

過重労働はないのか。参考までに、平成17年度、

平成18年度、平成19年度の退職者数をお知らせく

たさい。また、平成18年度、平成19年度の採用者
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数、平成20年度の採用予定者数をお知らせくださ

い。また、平成17年度当初と平成20年度当初の職

員数比較をお知らせください。

３点目、平成17年度以降の職員削減効果は概算

でどのくらいでしょうか。

４点目、職員の適正人数と目標達成の予定年次

はいつか、お答えください。

第５点目、組織機構改革と重点課題への職員配

置の予定についてお答えください。

以上、５点についてご説明、ご所見をよろしく

お願いいたしまして、壇上からの質問といたしま

す。

〇議長（村中徹也） 市長。

（宮下順一郎市長登壇）

〇市長（宮下順一郎） 千賀武由議員のご質問にお

答えいたします。

まず、本庁舎の現況と移転問題についての第１

点目、地震時における被害想定についてのお尋ね

であります。これまで平成７年の庁舎構造調査の

実施結果に基づいて、庁舎が持つ性能と耐震性に

ついてお答えしてきたところでありますが、発生

震度を６強と想定した場合、過去の主な震度によ

る被害事例、また現庁舎の性能等を比較した資料

によりますと、目安ではありますが、中破相当の

被害からそれ以上の被害に至る可能性があると推

。 、測されるところであります 中破相当の被害では

一部構造体のコンクリートが落下するおそれがあ

ると推定されますことから、庁舎としての利用は

かなり困難な状況にさらされるのではないかと懸

念しているところであります。

次に、ご質問の第２点目、現庁舎のバリアフリ

ーについてでありますが、議場内での車いす使用

は面積的な要因で通路等の確保が困難であること

から対応が難しいと考えられますが、その他のエ

レベーターや自動ドアの設置については、物理的

には可能と考えられます。

身体の不自由な方々にも支障なくご利用いただ

けるよう、庁舎環境を整えるべきであることは重

々承知しているところでありますが、現庁舎の耐

震性、経年劣化を考慮いたしますと、残念ながら

多額の費用を要する改修整備の施工は困難であり

ます。このことも私が庁舎移転を進める大きな理

由の一つでありますが、移転するまでの間におき

、 、ましては 上層階の部署にご用事がありましたら

総合案内やお近くの職員にお声をかけていただけ

れば、担当職員が市民ルームを利用して応対させ

ていただきますので、ご理解賜りますようお願い

いたします。

質問の３点目の防災体制について及び４点目の

本庁舎移転については、関連する質問であります

ので、あわせてお答えさせていただきます。

現本庁舎は、平成７年に実施した庁舎構造調査

以降12年経過しており、さらに老朽化が進んでい

ることも事実であります。防災拠点の条件は、地

震などの大規模な災害が発生した場合には、情報

収集、避難、救援、救護、被害の最小化、二次災

害防止、復旧等に向けた指示及び指揮が迅速かつ

円滑に執行できることであり、庁舎にはそのため

の施設として重要な役割、機能が求められます。

ご質問の１点目にお答えいたしましたように、

今度震度６以上の地震が来れば、庁舎としての利

用が懸念されますことから、防災拠点としての機

能を果たせるかどうかも非常に心もとない状況に

あると受けとめざるを得ないところであります。

市役所には、毎日たくさんの市民の皆様を初め

とする来庁者がおります。来庁者の安全避難を優

先して行うことは当然の義務ではありますが、極

めて危険な状況と言わざるを得ません。このこと

からも、予定している庁舎移転を一刻も早く実現

することが来庁する市民の皆様の安心安全の確保

のためにも必要であり、喫緊であると考えていま

す。
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新庁舎においては、防災拠点施設と位置づけ、

災害対策本部としての機能を整えた会議室を設置

し、災害時には情報収集を初めとして市民の安全

避難、応急対策、復旧対策等に向けた指示及び指

揮が迅速かつ円滑にできる危機管理体制を確立で

きるものと確信しておりますので、ご理解を賜り

たいと存じます。

次に、職員削減と機構改革、職員の適正配置に

ついてのご質問にお答えいたします。まず第１点

目の職員の削減数は合併時の見込みどおりなのか

とのご質問と、第４点目の職員の適正人数と目標

達成の予定年次についてのご質問は、関連してお

、 。りますので あわせてお答えさせていただきます

合併時の職員の身分の取り扱いについては、３

町村の職員は市町村の合併の特例に関する法律第

９条第１項の規定により、すべて新市の職員とし

て引き継ぐこととしており、職員数については合

併後速やかに新市において定員適正化計画を策定

し、定員管理の適正化に努めるとしていることか

ら、合併時点では具体的な数値目標を掲げており

ませんでした。これを受けまして、平成17年４月

に平成17年度から５年後の平成21年度を目標年度

として、現在ある定員適正化計画を策定したとこ

ろであります。この定員適正化計画においては、

計画当初の平成17年４月１日現在の職員数699名

から目標年度であります平成21年度までに19名減

の680名に削減するというものであります。しか

しながら、平成19年度当初の職員数は、厳しい財

政状況による退職者一部不補充から計画どおりの

職員採用ができなかったため、既に目標値を上回

る670名となっているところであります。このた

め、現在類似団体との比較や機構改革、事務事業

量等を見きわめ、定員適正化計画の見直しを検討

する予定であります。

次に、第２点目の事務事業に支障はないのか、

また過重労働はないのかとのご質問についてであ

りますが、スリム化された組織の中での事務事業

の運営は、高い効率性が求められるものでありま

すので、行政サービスの停滞を招かないよう、職

員の健康管理にも十分に配慮しながら、偏りのな

い適正な人員配置をしてまいりましたので、ご理

解を賜りたいと存じます。

参考までに近年の退職者数を申し上げますと、

平成17年度と平成18年度はともに33名、平成19年

度の退職予定者は41名となっております。また、

職員採用数は、平成18年度は16名、平成19年度は

12名、平成20年度は12名の採用を予定しておりま

す。定員適正化計画の初年度である平成17年度当

初と平成20年度当初予定の職員数641名を比較し

てみますと、58名の減となり、率にいたしますと

8.3％の減となります。

次に、第３点目の平成17年度以降の職員削減効

果は概算でどのくらいかとのご質問であります

が、単純に平成19年度の退職予定者を含む平成

17年度以降の退職者に支給していた給料、手当、

共済費の額から平成20年度の採用予定者を含む新

採用職員のこれらの額を差し引いた金額で申し上

げますと、約８億9,200万円の削減効果が見込ま

れることになります。

最後に、第５点目の組織機構改革として重点課

題への職員配置の予定についてお答えいたしま

。 、 、す まず 組織機構の改革についてでありますが

私の重要施策の一つに掲げております広報広聴機

能の充実については、さきのむつ市議会第194回

定例会で御議決賜りました広報広聴課の総務部へ

の組み入れに伴い、新たに総務部内に、仮称では

ありますが、秘書広聴監を配置し、市民に対する

積極的な行政情報の発信や幅広い分野の情報収集

に努め、市政に反映してまいりたいと考えており

ます。

さらに、鳥獣対策を専門的に取り扱う仮称鳥獣

対策室を経済部に新設し、この分野に精通した職



- 181 -

員を配置し、サルやカモシカ等の保護、被害対策

。 、の充実を図ることとしております しかしながら

千賀武由議員ご指摘のように、経験豊富な職員の

大量退職や長引く財政状況の悪化により、極めて

厳しい状況の中で、少数精鋭での行政運営になる

のではないかと認識しているところであります。

いずれにいたしましても、適材適所でめり張りの

ある人員配置を心がけ、将来を担う若手職員の人

材育成にも取り組み、行政サービスの低下を招か

ないように十分に配慮しながら、市政の運営に努

めてまいりますので、ご理解を賜りたいと存じま

す。

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） ただいまは、市長から丁寧な

ご答弁ありがとうございました。

それでは、順序が逆になりますが、ご了承いた

だきまして、職員削減と機構改革、職員の適正配

置について若干質問をいたしたいと思います。

先ほどご回答いただきました５点については、

理解をいたしたところですが、臨時職員の採用に

ついてちょっと伺いたいと思います。また、この

臨時職員の採用につきましては、行政サービスの

低下にならないように現場の声に応じて私は採用

、 。すべきと考えますが その点はいかがでしょうか

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 臨時職員の採用につきまし

てのお尋ねでございますけれども、この部分にお

きましても、当初予算等でその金額、そして人数

がある程度想定をされているところであります。

基本的には行政サービスの遅滞、そして低下のな

いような考え方で進めていかなければいけないと

思いますし、また補正予算等での対応をお願いす

るというふうな場面もあるかと思いますけれど

も、当初におきましては、現在の予定の中でおさ

め、さまざまな部分で協力、補完し合うような体

制をとっていきたい。しかしながら、さまざまな

行政需要等が増加した場合には、適宜対応してい

、 。かなければいけないと このように考えています

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） 今市長が言ったとおり、ひと

つよろしくお願いしたいと思います。

次の質問でございますが、各庁舎の所長の権限

拡大についてひとつお伺いしたいと思います。旧

脇野沢、旧川内、旧大畑、各庁舎所長がおるわけ

でございます。この権限については決裁事項等の

見直し、そして拡充を私は進めるべきではないか

と考えておる一人でございますが、その点につい

ては、市長、いかがでしょうか。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 就任してから各庁舎所長の

権限につきましては十分検討させて、その前にさ

まざまな声がございました。議員各位からお話も

ございました。また、おでかけ市長室の際にも住

民の方々、また私が就任する前の戦いの中でも、

もっともっと権限を付与したらどうなのかという

ふうな声もよく聞きました。この部分におきまし

ては、なるほど３人の庁舎所長、今懸命にその地

域に溶け込んで頑張っているところでありますけ

れども、組織の中でどのような立場なのか、これ

からしっかりと明確化していかなければいけない

し、庁議においては、当然３人の庁舎所長は一緒

に席を同じくして、そのさまざまな案件について

協議を進めているところであります。その権限に

ついてもこれから十分な検討をして、ある程度の

ところまでの権限は有してもいいのではないかな

と、今そういうふうな考えでありますので、今後

これを具体化していかなければいけない、こんな

思いでございます。

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） 何とか今後拡充の検討のほう

もよろしくお願いしたいと思います。

職員のほうの最後の質問ですけれども、先ほど
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も市長がおっしゃったのでございますが、再度こ

の組織機構改革と重点課題解決のために、今の市

長のお気持ちをいま一度お聞かせを願いたいと、

このように思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 繰り返すようでございます

けれども、組織機構、まちづくりの主役は市民で

ある、そして広報広聴機能を高めるという思い、

そしてフットワークのよい組織づくり、これを私

は一番の念頭に置いているわけでございます。そ

、 、の意味からして 壇上でも申し上げましたように

秘書と、そして広報広聴機能というふうなもの２

つを兼ね備えた立場の人間、秘書広聴監という形

で、秘書課、私の直属のところに配置をいたしま

して、そして秘書課と広報広聴課、これを取りま

とめて市民の声をよく聞く、そしてただちに政策

的なものがあったら、その部分において組織全体

に行き渡らせ、そして組織からまた吸収していっ

て、お伝えをしていく。できることはしっかりと

やっていくという体制を、風通しがよく、よりよ

くしていきたいと、こういう思いで組織の機構を

見直していきたいというふうに考えております。

さらに、庁舎が移転というふうなことに、議決

されまして、そういう形になりましたら、もっと

もっとさまざまな部分での組織機構の改革が必要

であろうと思いますし、今後行政改革の中でも新

年度からは行政改革につきましての対策、これも

しっかりとできるような組織もつくっていかなけ

ればいけないと、こういうふうに考えているとこ

ろであります。

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） 私は、仕事だけがふえて、組

織機構の改革や適正な職員の配置が、ちゃんとや

ると今市長が言いましたけれども、ないとするな

らば、職員の士気は低下します。職場の活気が生

まれません。そのように私は思いますので、ぜひ

とも市長には配慮を望んで、この件については終

わり、次の本庁舎の現状と移転問題について若干

の質問をさせていただきます。

再質問の１点目でございます。本庁舎の現状に

ついては、端的に申せば、耐震性に問題があり、

来庁者の安全避難を考えた場合、ご高齢の方々や

身体にハンディのあるいわゆる社会的弱者と呼ば

れる方々にとっては特にということになろうかと

思いますが、極めて危険な状況にあるということ

でございます。そこで、市長、専門家によります

と、日本列島は現在地震活動度の高い地震科学的

に大変アクティブな時期に入っていると。今後

30年から50年の間にマグニチュード８クラスが

四、五回起こるであろう、そしてこれらの前後に

起こるマグニチュード７クラスの地震の数は、そ

の10倍に達すると予測をしております。ただし、

これは地域を特定しているものではありません。

日本列島全体でということでありますが、ただ過

去の長期予測はかなりの確率で当たっておるので

ございます。1978年に地震予知連絡会が今後地震

の観測を強化すべきと10地域を指定しましたが、

20周年を経て確認したところ、８地域で地震が発

生しており、実にその80％の確率で当たっていた

ということでございます。この予測からしても、

日本列島、どこで大きな地震が発生しても不思議

ではございませんし、むつ市にとっても憂慮すべ

き状況と言わざるを得ないのではないでしょう

か。

本庁舎の移転は、私の記憶では平成20年９月と

記憶しておりましたが、先般の説明会では、日程

がずれ込むとのことでございました。私が懸念す

るのは、この期間に災害が発生した場合の本当の

防災体制でございます。先ほどの答弁では、現本

庁舎は防災拠点施設としては使用できないという

ことでございますが、ご存じのとおり、どこの自

治体でも大きな災害時には必ずと言ってよいほど
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防災拠点に対策本部を設けて初動対応を行ってお

ります。むつ市においては、どのように二次災害

を最小限に食いとめるべき初動対応及び応急対応

を行うつもりなのか、その点についてお伺いをし

たいと思います。よろしくお願いします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 千賀議員にお答えいたしま

す。

地震の件を最初にお話しになりました。プレー

トテクトニクス理論というふうなことで、太平洋

側から沈み込む部分、そして日本列島の上が潜り

込んでいって、そこのところのあつれきではじけ

ていくのが何か日本列島を取り囲む地震の原理だ

というふうなことは記憶しております。その意味

からして、今議員ご指摘のとおり、あす起きても

不思議ではないというふうな大地震、このアクテ

ィブな期間に入ってきているというご発言でござ

、 。いましたけれども 私もそういうふうに思います

ただ、その部分で不安だけをあおるというふうな

部分は私は立場上また控えなければいけないし、

やはりこれから何かあったときのための安心感を

もたらさなければいけないという立場、そちらの

ほうを私は優先的に考えてお話をさせていただき

たいと思います。

防災拠点の部分におきましては、復旧活動に支

障を及ぼすだけでなく、本庁舎が先ほどお話しい

たしましたように、震度６強ということになりま

すと、中破というふうなことで、さまざまな壁が

落ちてくるという部分まで想定されると。震度６

強を想定すると、そういうことが想定される状況

であるということですので、防災拠点というふう

なことにはなかなか考えることはできないのでは

ないかと。その部分において、ただちに指揮、そ

して指示を出し救援物資、救援隊、そういう配置

が本庁舎のところでできるのかどうかということ

は考えにくい現状であろうと、こう思います。そ

れがゆえに、ならばこのご懸念されている新庁舎

に移るまでの間にそういう一大災害が発生した場

合ということは、担当のほうにその部分のシミュ

レートもしておかなければいけないだろうという

ことは指示を出しているところでありますので、

その部分については本当に安全で安心なところで

防災対策をとっていく必要があるし、その責務は

私にも課せられている責務であるし、市に課せら

れている責務であると、こういうふうに認識をし

ているところであります。

その意味からして、防災拠点ということでお話

をさせていただきますと、昨日冨岡幸夫議員のお

話の中でもありましたけれども、防災拠点の役割

というのは、災害対策の指揮と実行、そして救難

救助、応急復旧活動、災害情報の発信収集、そし

て万が一負傷者等、そして避難者、そういうふう

な方々が出た場合、安全な受け入れをしなければ

いけない、こういうふうな大きな役割があるわけ

であります。その意味からすると、現在想定して

おりますアークスプラザ跡地のあの予定地、あそ

こには非常にそういう意味では広大な駐車場もあ

ります。そして、建物自体が1.25掛けても安全で

あるという設計上の部分でもご理解をしていただ

いていると思いますし、さらにヘリポートのお話

も出ました。ヘリポートの運用も、もう実際して

おります。そして、近くには運動公園という、ま

たヘリポートとして使える部分もあります。そう

いうさまざまな部分で、道路状況も非常にようご

ざいますし、防災拠点としては立派な役割を果た

せるものだと、こういうふうに思います。

さらに、あそこは隣にたしか河川が流れて、そ

の川に雨水を一気に流してしまうと、ちょっと下

のほうが洪水の関係もありますので、雨水の貯留

槽があるというふうに聞いております。その雨水

の貯留槽を災害があったときにさまざまな部分

で、例えば山林火災の場合はその水を使っての消
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火活動、それもできますでしょうし、さらにさま

ざまな用途、方法ということが想定をされるので

、 、はないかと こういうふうに考えておりますので

防災拠点としては、これは有効的な活用ができる

ものと、こういうふうに思うところであります。

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） 今防災拠点について市長から

伺ったわけでございます。いわゆるこの防災拠点

施設というのは、活動拠点として機能が確保され

るためには、建物や設備が損傷を受けないことが

最も大切な状況となりますし、防災拠点の被災は

復旧活動に支障を及ぼすだけでなく、被災者の生

活支援にも大きな影響を及ぼす、このようになる

と思いますので、防災拠点のことについては、ひ

とつよろしく肝に銘じておいてほしい、そのよう

にも思うところでございます。

次の質問でございます。旧アークスプラザ買収

に際しまして、私も先ほど申し上げましたが、杉

山前市長が千載一遇のチャンスだと称しておりま

す。宮下市長におかれましては、市長になって８

カ月になられますが、何の意味でそのように称し

たのか、市長の立場になられて、今であれば理解

ができることがありましたらお知らせを願いた

い、そのように思います。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 杉山前市長が千載一遇とい

うふうなお話を議会にもお示しされて、さまざま

な議論がなされたわけでございます。私はその部

分で前市長のその心中、さまざまな、ここは推測

という部分も入ろうかと思いますけれども、現庁

舎がこういう状況では防災拠点とはなり得ないで

あろうし、そしてその命を守るためにやはり必要

な場所、建物というもの、さらには建物として、

その利用のストップするような社会環境、状況で

あったという部分で、価格がはっきり言って安く

済む、そういう部分、もろもろのことをひっくる

めましての千載一遇ということのお話であったの

ではないかなと。

さらに駐車場の広さ、土地の広さ、そういう部

分も私はお考えになったのではないのかなと、こ

ういうふうに思うところであります。なかなか一

言で私の考え、そして前市長のその心中、表現は

できないのですけれども、さまざまな私の発言の

中での総合的な見方、新庁舎に対する思いという

ことでご理解をいただければなと、こういうふう

に思います。

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） 理解をいたして、最後でござ

いますが、いろいろ財政とかこういう庁舎移転も

ございます。市長にとって今一番大切なものは何

なのか、そこを少しお教え願いたいと思います。

よろしくお願いいたします。

〇議長（村中徹也） 市長。

〇市長（宮下順一郎） 一番大切なこと、行政の今

トップ、行政の長として、その立場、その公職を

預かっている者といたしまして、私は一番大切な

ものは市民の命であるし、健康であると、こうい

うふうに考えております。やはり先ほどもお話を

いたしましたように、仮に本庁舎にこの時点で大

震災が訪れたならば、震度６強という形になりま

すと、中破という形でさまざまな被害が想定され

ると。その部分において、やはり守るべきは庁舎

、 。に訪れている方々 そしてまた職員でもあります

そういう部分のまず命、これを守らなければいけ

ない。

そして、さらに市内一円にそういう災害が発生

し、さまざまな部分で命、また財産の部分で被災

を受けた方々、それを守ること、つまりこれは究

極的に命を守ることに最後の、仮に１つというこ

とになれば、命を守ることというお答えになろう

かと思います。それまでには、さまざまなことを

重ね合わせ、そして積み重ねていって、この命を
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守るために庁舎移転を完成させたいと、こういう

ふうに思っておりますので、よろしくご協力のほ

どお願いしたいと思います。

以上でございます。

〇議長（村中徹也） 10番。

〇10番（千賀武由） よく理解をしたところでござ

います。

財政再建、そして法律に基づく手続、いろいろ

どれもこれも大切であると思います。しかし、命

の尊厳はすべてを超越したものと私は考えます。

市長にとりましては、懸案事項が大変に山積みし

ている時期でございますが、財政再建と庁舎移転

のバランスをとっていただきまして、どちらも早

期実現をしていただくことを切にお願いしまし

て、私の一般質問を終わらせていただきます。あ

りがとうございました。

〇議長（村中徹也） これで、千賀武由議員の質問

を終わります。

◎散会の宣告

〇議長（村中徹也） 以上で本日の日程は全部終わ

りました。

お諮りいたします。３月17日は議事整理のため

休会したいと思います。これにご異議ありません

か。

（ 異議なし」の声あり）「

〇議長（村中徹也） ご異議なしと認めます。よっ

て、３月17日は議事整理のため休会することに決

定いたしました。

なお、明３月15日及び16日は休日のため休会と

し、３月18日は工藤孝夫議員、馬場重利議員、山

、 。崎隆一議員 野呂泰喜議員の一般質問を行います

本日はこれで散会いたします。

午後 ３時０４分 散会
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